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第1章　序章

1.1　核融合とエネルギー問題

1.1.1　人口の増加とエネルギー

人類の発展の歴史はエネルギー開発の歴史とともにある｡数100万年前､人類

は火というエネルギーを使い始めた｡それ以来､家庭の暖房に木炭､植物油など

を､農業や輸送に風車､水車､牛馬などの自然エネルギーを用いてきたo　これら

のエネルギーは､再生可能なエネルギーであり､自然界のごく一部のエネルギー

を利用しているに過ぎなかった｡

しかし､ 18世紀にイギリスで始まった産業革命(蒸気機関の発明等)によって､

化石燃料からそれまでと比較にならない大量のエネルギーを取り出すことができ

るようになったC　エネルギー消費の増加に伴って､まず先進諸国で人口爆発が起

き､続いて発展途上国でも起きている(Fig. 1.1)｡ 21世紀前半に先進国の人口は停

滞もしくは減少に転じるが､発展途上国は急激な人口増加が続き､ 2100年には世

界人口は100億人を超すことが予想されている｡

1.1.2　1次エネルギー源

人口の急激な増加に伴い､人類の全エネルギー消費量も同様に急激に増えてい

るo　この需要に応えている一次エネルギー供給源の殆どは､石炭や石油といった

化石燃料や天然ガスであるD　化石燃料や天然ガスの産出地は旧ソ連および中東地

方に局在化しているo　そのため､採掘の権益に絡む紛争や戦争が行われてきた｡
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Fig l･1:世界の人口推移(黒線)と人口増加率(赤線)｡人口増加率は2005年を基準として

いる｡赤の実線および点線はそれぞれ先進国および発展途上国の人口増加率｡ 1950年以前

は文献[9ト1950年以降は文献[10】によるもの｡ 2005年以降は予想｡

さらに､化石燃料や天然ガスは有限な資源であり､今後､新たな油田やガス田

が化石燃料や天然ガスは､温室効果ガスである二酸化炭素を排出する｡化石燃料

や天然ガスを用いたエネルギーの大量消費に伴い､温室効果ガスが地球環境に絶

大な影響を与え､人類の生存に影響を与え始めている｡この間題を解決するため､

2005年2月16日に先進国などが二酸化炭素排出量を1990年を基準として一定割

合削減することを義務付けた京都議定書が発効された｡

このため､今後は化石燃料や天然ガス-の依存を減らさなけらばならない｡そ

のために､環境に負荷､燃料の産出量や産出地域､発電の経済性､炉の安定性や

危険性などを総合的に評価し､再生可能エネルギー(太陽エネルギー､風力ェネル

ギ一､潮汐エネルギーなど)や原子力エネルギーなど様々な1次エネルギー源が研

究･開発されている｡これらの1次エネルギー源は､大規模な基幹エネルギー源

となるものと､小規模な広範囲に分散したものとに､特性に応じて使い分け､ベ

ストミックスで使用していくことが盤ましい｡
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1.1.3　核分裂炉と核融合炉

エネルギー資源の豊富さや温室効果ガスの問題から､将来の主力となる基幹エ

ネルギー源として原子力ェネルギ-が有望視されている｡原子力の利用には､す

でに商用利用され､さらに高効率化を目指した高速増殖炉-の研究が行われてい

る核分裂炉と､研究段階にある核融合炉がある｡

両者とも様々な問題があるが､前者には特に以下の2つの原理的な問題がある｡

●高レベル放射性廃棄物の生成｡

●連鎖反応の制御を失敗した場合の核的暴走から起こる臨界事故｡

●核兵器-の利用が可能｡

高レベル放射性廃棄物はガラスと混ぜてガラス固化体とし､最終的に地下数100m

-埋没処理するが､放射能が元の燃料である自然界に存在するウラン鉱と同程度

まで低下するには約1万年必要となる｡したがって､幾世代にもわたって､その

管理が必要となる｡また核的暴走による臨界事故は､幾重もの安全対策により正

確な操作が常に可能であれば起こる心配がないが､ 1999年のJCOの事故のように

ヒューマン･エラーによって､その廃生の可能性は否定できない｡

一方､核融合炉は､原理的に低レベル放射性廃棄物は生成されるが､高レベル

放射性廃棄物は生成されない｡生成される低レベル放射性廃棄物の放射能は100

年程度で再利用可能なレベルに低下する｡また､核融合炉は外部からの燃料供給

を止めると燃料不足になるため､燃焼が継続できなくなるため､核的暴走はない.

さらに､核融合炉は､核兵器-の直接的な利用ができなく､また燃料である重水

素やリチウムが水(海水)中に無尽蔵に存在するため､紛争や戦争の問題となるこ

とが少なく､全世界的に利用することができる｡
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1.1.4　核融合炉へのアプロ-チ

核融合炉がなぜ未だに実現されていないかというと､それは核融合反応を連続

的に起こす難しさにある｡核融合反応は､まず燃料物質である重水素などの原子

を大量に原子核と電子に分離し､次にプラスの電荷を持つ原子核同士を連続的に

衝突させるD　大量に原子核と電子に分離するには物質を高温のプラズマ状態すれ

ばよい｡そして原子核同士を衝突させるにはプラズマを1億度という高手且にし､連

続的に反応させるには高密度の状態を長時間維持する必要がある｡

高温高密度のプラズマを生成･維持するひとつの方法としてトーラス型磁場に

よるプラズマの閉じ込めがある｡この方法による反応条件は､温度が109 K(-10

keV)､密度が1020m~3､粒子の閉じ込め時間がlsである｡しかし､プラズマは

荷電粒子の集合であるため､気体中の粒子のような振る舞いに加え､電気的な相

互作用により集団的な振る舞いをする｡さらに､プラズマを磁場により状態を制

御することは､電磁流体的な相互作用により様々な不安定性を引き起こすために､

反応条件を満たすプラズマを維持することが難しい｡

これを解決するために､磁場閉じ込め方式では日本､ EU､アメリカ合衆国､ロ

シア､韓国､中国およびインドが国際協力の下､総事業費1兆3000億円とも言われ

る国際核融合実験炉､ ITER(Intern牢onalThermonucleax ExperimentalReacter)

計画が進められており､ 2005年6月■28日にフランスのガダラッシュに建設地が決

まった｡放射性廃棄物､温室効果ガス､広範囲に存在する無尽蔵な資源といった

利点をもつ核融合炉がITERにより実証され､数10年後に商用核融合炉が運転さ

れることが世界的に期待されているb

1.2　プラズマの揺動と閉じ込め

磁場閉じ込めプラズマによる様々な不安定性は､プラズマの揺動となってあら

われる｡揺動はプラズマ半径程度の■巨視的不安定性とイオンラーモア半径程度の
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微視的不安定性の2つに大きく分けられる(近年､中間領域の揺動も注目され始め

ている)｡磁場閉じ込め装置では､プラズマ崩壊などを引き起こす巨視的不安定性

は極小磁場配位などの採用で安定化が図られている｡

一方､微視的不安定性は密度や温度勾配によって生じる揺動であり､乱流とし

てあらわれる｡長年の核融合研究により､乱流揺動は粒子やェネルギ-の棉送を

引き起こし､閉じ込め性能を劣化させることが知られている｡この輸送を二体衝

突と磁場の形状を考慮した葡送､新古典輸送に対して異常輸送と呼ぶ｡プラズマ

を構成する荷電粒子の礎場と垂直な径方向速度の静電揺動による揺動成分6vrは､

6vr=- %　　　　　(1･l)

とあらわされる｡ここで､添字Cはポロイダル成分､ rは径方向成分であり､ 6E

は電場揺動､ 6Bは磁場揺動､ Bは磁場強度､ vIIは閉じ込め磁力線方向の速度成分

である｡

径方向の粒子束rrは､電子密度と径方向速度を平衡成分(それぞれn.,.および

vr,o)とそこからの揺らぎの成分(それぞれ6neと6vr)に分けると､

T, - ((n8,0 + 6ne)(V,誼6V,)) - (ne仙o) + (SneSvr)　　(1.2)

と与えられる｡ここで､日は時間積年であるo Lたがって､揺動による粒子束r,fruc

は､　　　　　　　　　　　　　■

rFuc = (6ne5V.) =些型
β

となる｡　　　　　　　　　　　　　.

一方､熱流束Qrfrucについても同感にして,

QFuc -書く-)

-粋莞撃+竿欝型+

(1.3)

(1･4)
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となる｡ここで､ 6pはプラズマ圧力の揺動成分である｡磁場揺動成分はプラズマ

の閉じ込めモデルに依存するが､静電揺動に比べて十分小さい場合が多く､ここ

では無視する｡

1.3　プラズマの揺動計測法

式(1･3)および式(114)より､乱流揺動により引き起こされる異常輸送のメカニ

ズムを理解するためには､電子密度､電場､電子温度および磁場の樟動レベルと

各成分間の相関係数および位相を軌定する必要がある｡異常輸送に関する研究は

古くから行われ､様々な理論モデル､シミュレーション結果がある｡これらのモ

デルおよび結果を実証するには､より高時間･高空間分解能の揺動計測が求めら

れていた｡近年､精度のよい計測装鍵が改良･開発されており,従来の装置と合わ

せて異常輸送に関する研究の助けとなっているb Table 1,1に､各成分の代表的な

計測法を示すEll,12】｡

揺動量 佗i�ｩd��

電子密度 �8�984�7�8h4�7h8ﾘ�ｸ7Yd�H藝y�d�H8ﾈ�ｸ5X�ｸ見�ｩd�B�

マイクロ波反射計､ビーム放射分光法､ 

リチウムビーム少ローブ法､重イオンビームプローブ法 

電場(電位) �8�984�7�8h4�7Xﾖ"ﾘ7id�H�484�987(�ｸ8�7h8ﾘ�ｸ7Yd��

電子温度 �6H��5H484�8ﾘ6yu(99_ｨ�d��

磁場 俾Xｴ87h8ﾘ�ｸ7Yd�H4�8ﾘ5噂颶x藝y�d��

Table 1.1:様舟な揺動量と計aIJ手法｡

また､以下にいくつかの計謝法の概略を示すo
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ラングミュアプローブ法

ラングミュアプローブは､プラズマの基本的なパラメータを計測する最も古く

からある方法である｡ラングミュアプローブは､プラズマ中に微小電極を挿入し

基準電極に対して電圧を印加して得た電流一電圧特性から密度､空間電位､電子

温度を高空間分解能で計測できる｡ Fig. 1.2にDIILDにおいて用いた5本の電極

を持つラングミュアプローブを示す｡ Fig. 1.2のように3本以上の電極を用いたマ

Fig 1.2: DIII-Dで用いた5本の電極からなるマルチプローブo

ルチプローブでは､密度､空間電位､電子温度を同時に高時間分解能で計測する

ことができ､各成分の相関係数や位相差を求めることができる｡しかし､ラング

ミュアプローブは､その構造からプラズマ-の大きな擾乱を与えるとともに､高温

プラズマ内部に挿入すると融解してしまうため､磁場閉じ込めプラズマでは､周

辺計測に限られる｡

マイクロ波反射計

マイクロは反射計の概念図をFig. 1.3に示す｡通常の反射計では､プラズマの



At, ¢(fl,f2)

Fig 1.3:マイクロ波反射計の概念図｡

赤道面に沿ってマイクロ波を入射すると､マイクロ波の周波数に対応したカット

オフ密度で鏡面反射される｡入射波をパルス発信し､反射波の位相や到着時刻を

計測することで周波数に対応した密度の位置情報が得られる｡したがって､局所

的な電子密度を高空間分解能で計測することができる｡また､周波数を掃引する

ことにより密度分布を計測することができる｡このため､他の分布計測に比べて

計測ポートの制約が少ない｡

マイクロ波反射計は周波数を固定し､位相の時間変化を計測することで密度揺

動が得られる｡さらに､ 2つの異なる周波数を同時測定することにより密度揺動

の相関長が得られる｡時間分解能はデジタイザによるため､高時間分解能の計測

である｡このような性質から､ DIII-DにおけるHモード遷移時に局所シアフロ-

付近で密度揺動の減少[13, 14]やJT-60Uにおける内部輸送障壁中での相関長の減

少[15]などの計測が行われている｡一方､ビーム幅が揺動の波長よりも大きくな

る短波長領域やホロー型密度分布における中心領域は計測することができない｡
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ビ-ム放射分光法

Fig･ 1･4にビーム放射分光法(Beam Emission Spectroscopy; BES)の概念図を示

す.プラズマ加熱に用いる中性粒子ビーム(Neutral Beam Injection; NBI)は､プ

Photorece iver

Fig 1.4: BESの概念図｡

ラズマ中に入射されると､ビーム粒子とプラズマ中の粒子(イオンと電子)との衝

突によりビーム粒子が励起状態となる｡閉じ込めプラズマに用いるNBIのエネル

ギーは数10keVであるため､ビーム粒子はイオンとの衝突により励起状態となる｡

したがって､ビーム粒子の発光を分光計測すれば､イオン密度を反映した情報を

計測することができる｡また､ビーム粒子の発光とプラズマ中のイオンの発光は､

粒子の速度差によるドップラーシフトによって区別することができる｡したがっ

て､ビームと視線の交差部分が計測点となり､計測位置の精度が良い0
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BESは､加熱装置であるNBIを用いる場合､自前の計測器は分光機器のみでよ

いことや､プラズマの径方向全域を計測可能であることが利点として挙げられる｡

一方､発光強度が小さい低密度プラズマでは発光強度が十分得られないため揺動

計測が困難である｡

リチウムビームプローブ法

リチウムビームプローブ法(Lithium Beam Probe; LiBP)の概念図をFig･ 1･5に

示す｡ LiBPはBESの一種であるが､ LiBPは計測ビームとしてNBIなどの燃料と

lon Gun

Plasma

Fig 1.5: LiBPの概念図o

同種(水素､重水素)の中性粒子ビームに換わって､計測用の中性リチウムビーム

を用いるため､ BESと分けて扱われることが多い｡ NBIの構成粒子である水素の

換わりにリチウムを用いることで､励起断面積が大きくなる｡このため､ LiBPは

BESでは比較的難しい低密度であるが､プラズマ全体の状態に大きく影響する周
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辺領域の計測ができる｡一方､逆に桓心蘭域はビームが減衰して弱くなるので計

測が困難である｡

王イオンビームプローブ法

重イオンビームプローブ法(Heavy Ion Beam Probe; HIBP) [16]は､プラズマ構

成粒子(水素など)に比べて重いイオンビーム(イオン種はルビジウム､セシウム､

タリウム､金など)を1価でプラズマ中に入射し､プラズマ中でイオン化し2価に

なったイオンビームをプラズマの外のエネルギー分析器を通して検出器で計測す
l

l

る｡多くの場合､イオン化は電子衝軒こよるため､検出器のビーム強度は電子密

度の情報を持っている｡また､入射イオンはイオン化点で電子を1つ剥ぎとられ

ることで､プラズマから出るまでにイオン化点の電位エネルギー分の運動エネル

ギ-が元の運動エネルギーに加算される｡したがって､入射ビーム検出ビームの

エネルギーの差からイオン化点の電位を局所的に計測できる｡また､多点同時計

測することにより電位の差から電場を求めることができる｡

HIBPは､高温プラズマ内部の電子密度と電位(電場)およびそれぞれの揺動を

同時計測することができる｡このため､高温プラズマ内部の粒子輸送を直接評価す
l

ることができる｡ビーム軌道はビームイオンのラーモア運動によって決まり､ビー

ムの入射位置と計測器位置によって■一意に決まるため､高空間分解能を持つ｡ま

た､ BESやLiBPと異なり､ビーム旧身を直接計測するため､光を溜める必要が
l

ないので高時間分解能を持つ0 -卦ビーム入射装置やェネルギ-分析器などが

必要であるため装置が大型になるo幹細は､第2章にて説明するo

電子サイクロトロン放射法
l

電子は磁力線に巻きついて螺旋連動を行う時に生じる加速度に受けると､電磁

波を放射する｡これを電子サイクロ■トロン放射といい､磁場強度によって電子サ

イクロトロン周波数LJccおよびその革数倍(n倍)の周波数の電磁波が放射される.
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したがって､磁場が変化している場合､磁場強度と周波数rwccを計測することで､

電子サイクロトロン放射が起こった位直を特定できる｡トーラス磁場の場合､赤

道面の磁場強度B(r)は､ B(r) -BqR/(R+r)で与えられる｡ここで､ Rはトー

ラスの大半径､ rは小半径であるC　このため､周波数分解能Awと空間分解能Ar
l

はAu-△ruceR/(R+r)の関係に奉る｡ R-1 m､ B｡ - 1 Tおよび周波数分解

能が500kHzの場合､ Ar～ 1 mmd空間分解能がある｡

電子サイクロトロン放射光をプラズマ外部のアンテナで受信する時､その強度

んは,

･W-輩吉宗
l

と書ける｡ここで､ Teは電子温度､ ciま光速､ T(>0)は光学的厚さ､ Re,は容器壁の

実行反射係数(o < Ref < 1)である｡したがって､ 1-p ≪ Tの時､ ZL. ～ LUc2eTe/87T3C2

となり､放射強度およびその揺動を軒測することで電子温度および電子温度揺動
l

を計測することができる｡

磁気プローブ計測法

磁気プローブの測定原理は､ファラデーの電磁誘導の法則∇ XE- ∇ × (, ×

B)-∂B/atに基づいているoファラデーの電磁誘導の法則をプローブ断面にわたっ

て積分すると､磁場揺動は∂B/at-LvM,/NSとなる.ここで､ VM,はプローブ

の巻き線の両端に掛かる電圧､ Nは導線の巻き数､ Sはプローブの断面積である｡

磁気プローブは､構造が単純であり､高時間分解能を持つ｡一方､磁気プローブ

はラングミュアプローブ同様､高温Fプラズマ内部に挿入することができないoそ

のため､高温プラズマの計測では､如ロイダルおよびトロイダル周りに沿って複

数の磁気プローブを配置し､磁場揺動のポロイダル/トロイダルモード数を計測

する｡　　　　　　　　　　　　　　■
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1.4　重イオンビームプq-ブによる計測例
l

本研究は､原理的に高温プラズマ内部の密度揺動､電場揖動および磁場揺動を

同時計測可能であり,乱流捧動による粒子輸送を評価できる､高い潜在性を持つ

HIBPの性能を引き出すものである. lHIBPは､ F･C･JobesとR･L･Hickokらによっ

てプリンストン大のカソード放電プヰズ-で初めて実証され[17トその後STトカ
l

マクにおいて1970年頃から開発さ叫てきた囲｡当初はMHD揺動を計測するた

めに開発されたが､ STトカマクで嘩実現できなかった｡ HIBPを装備した主なプ

ラズマ生成装置を恥ble l･4に示すo i

HIBPはトカマク型をはじめ､様十な閉じ込めプラズマ装置に装備されている

[43]｡ HIBPのビーム軌道はビーム粒早のラーモア運動で決まるDトカマク型磁場

閉じ込め装置はトロイダル対称性がめ るため､プラズマに入射したビームは､ほ

ぼ同じポロイダル断面から出てくる1このため入射ビーム(一次ビーム)をトロイ

ダル方向と垂直方向､ 2組のビーム桓電極によ-てコントロールすることによ-

て計測することができる｡

一方､本研究で用いたCHSをはじ

トロイダル対称性を持たず､ 3次元構:s:
とする-リカル系プラズマでは磁場構造が

しているため､軌道制御の難しさもあり､

1990年のATF(AdvaIICed Toroidalhcihty)まで行われなかったD ATFの実験で
l

はそれまでのトカマクと同様､一次トムのみを2組のビーム偏向電極によって
l

ビームをコントロールしたため､エ座ルギ-分析器を磁場コイル近くに設置しな
l

ければならず､滴れ磁場などの影響産めに正確な測定が難しかった｡

その後､ -リカル系を含む3次元極道の磁場構造の場合､一次ビームおよび二

次ビームをそれぞれ8枚のビーム偏

磁場コイルから離す手法が開発され宕

電極で制御することでエネルギー分析器を

【33,34】｡これにより､ビームの精密な軌道

制御が可能になり､ TEXT-Uでは2組のビームラインが必要であったプラズマ全

域を計測を､ -リカル系であるにも狗 らずCHSでは1組で可能になった｡

HIBPは高温プラズマ内部の電位､長度および磁場を高空間塙時間分解能で計測
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プラズマ生成装置 ��Y'X5�487b�場所 �484�98霻�加速電圧(Ⅴ) 伜�ﾖﾉ[hﾊ2�

ST �7��&�6�ﾅF�'U2�Prinst.on �72ﾅ&"�20k ������

EBT(-S) �'V��彦�#�咊�ORNL �72ﾅ&"�60k 糞�津#���

NBT �&ﾆﾆﾕ�彦�#����Nagpya 抜ﾅ&"ﾄ72�������ﾅ�����30k 125k 佑#�ﾓ#5ﾒ�

MST �&WfW'6VDf坊ﾆE�匁6��Wisconsin 剳ｳ#Bﾃ#Uﾒ�

ⅠSX-B 彦�ﾖ�ｲ�F����ｲ�ORNL 劔�ﾂ�

_______JⅠヱPT- 儂agoya 兩5此 �ｨ耳耳耳.#c�ﾒ�

TEXT(-U) 儺exas 彦ﾂ�500k(2M) ���%ﾒ�

JFT-2M 彦��ﾖ�ｲ�JAERI 彦ﾂ�500k ���#rﾃ#��｢�

ATF 陪Vﾆ�6�ﾂ�ORNL �72�し160k 糞#蔦3%ﾒ�

CHS 陪Vﾆ�6�ﾂ�Nagoya,NⅠFS �72ﾅ&"�200k 糞32ﾓ3Uﾒ�

LHD 陪Vﾆ�6�ﾂ�NⅠFS ��示ﾂ�6M ���3bﾓ3��｢�

TJ-ⅠⅠ 陪Vﾆ��2�CⅠEMT �72��R�WG&�ﾂ��200k ���3編�

TMX 彦�襷Vﾔﾖ�'&�"�LLNL 剳ｳC�ﾒ�

GAMMA-10 彦�襷Vﾔﾖ�'&�"�Tsl止uba 劍�3C�ﾃC(�｢�

Thble1･2:HtBP吋解凍LT:酔11j5荒IBRt=iA晶圃
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できることから様々な成果を挙げてVlる｡例えば､遷移時などに起こるプラズマ内

部の速くて大きな電位変動を持つダイサミクスの計測に成功しているc JIPP-TIIU

では､ Sawtoothの崩壊時に電位が瞬時(S ms)に変化することを発見した[26]o

JFTl2MではSawtoothが引き金とな直L-H遷移時に電位変位が10 ps程度で瞬時
l

に変位した後､ 100ps程度で変位すネことを発見した｡ CHSでは内部輸送障壁に
l

よる電位の10 ps程度の時間スケ-叶の振動を発見した[44,45】Dいづれも高温プ
l

ラズマ内部の電位計測と〃Sという高時間分解能計測によって初めて得られた成果

である｡　　　　　　　　　　　　　:

遷移現象に伴う変化に比べて更に小さな変化である揺動の計測にも成功してい

る｡特に電位掃動は電子密度揺動に笹べて計測が難しいが､ ISX-Bにおいて､径

方向位置が中程から周辺領域に限定されるが､高温プラズマとして初めて電子密

度と電位の乱流揺動の同時計測に成功している(Fig. 1.6日11｡続いて､同様の領

[%]PtJpI

Fig 1.6= lSX-Bにおける電子密度揺動(振出ビーム電流揺動)(左)と電位揺動(右)の同時

計測【1]｡
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域で電子密度と電位の乱流揺動の同時計測はTEXT(-U)でも成功している[2】oこ

れにより､トカマク装置において､高温プラズマ内部の異常輸送を評価すること
l

成功している｡一方､ -リカル装置畦､軌道制御が難しかったために電子密度揺

動と電位揺動の同時計測は､これませ行われていなかった｡

HIBPのビーム軌道の制御は高ビームエネルギーになるほど難しくなるo　これ

までのビームのエネルギーは､数10q keV､ TEXT-Uにおいても2 MeVであった
l

l

が､現在の挑戦的な試みとしてLHDにおいて6MeVのHIBPの開発が進んでい

る[36-38]o大型装置において､高い鹿在性をもつHIBP計池の成功に高い関心が

集まっている｡

1.5　研究目的
l

l

高温プラズマ内部の電子密度と電鹿の広帯域な乱流揺動(～ ps)の同時計臥特

に電位揺動については､ダイナミグ束の計測に比べて大きなビーム強度を必要と

するため難しく､トカマク型プラズマのISX-BとTEXT(-U)において報告がある

のみであった【1,2】Dそこで､本研究の第一目標は､ -リカル系における電子密度
l

および電位の広帯域な乱流揺動を計串けることであるo
l

l

トーラス磁場閉じ込めプラズマの桓じ込め性能は､密度依存性があることが経

験的に知られている【46-48]oそのため､プラズマの乱流特性を統計的に研究する

ためには､広範囲の密度領域を計測する必要がある｡高温プラズマをHIBPを用

いて広範囲な密度領域の揺動計測する場合､特に高密度領域において､ビームの

減衰による効果が大きくなるため､ビーム軌道上の電子密度揺動情報､経路積分

効果が大きくなる｡パラメータによらては､検出ビーム電流揺動は､イオン化点

の局所密度揺動情報よりも､経路積分効果による情報を大きく反映する場合があ
l

るC　このため､これまでのHIBPによる揺動計&IJは経路積分効果を無視でき､検

出ビーム電流揺動を局所電子密度揺動と近似できる低密度領域に限られていた｡
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密度揺動紺における経路積分効華の影響を調べた報告がいくつかある【叫
l

しかし､いずれも電子密度および温度､電子密度揺動､および捧動間の相関や位
l

相差などを仮定し､計乱される検出中一ム電流揺動上の経路積分効果の影響をシ

ミュレートするものである.そこで一本研究の第二目標は､ HIBPによる広範囲な
l

密度領域における精密な電子密度揺動計測を実現するために､これまでの論文と

は逆に計測データ(検出ビーム電流､庵子密度および温度)から､プラズマ中の実
l

際の局所電子密度揺動を評価するこ4:である｡

1.6　本論文の構成

本論文は､全7章から構成される0億1章は本章であり､研究を行う上での背景
l

と研究目的に関して述べた｡第2章叫本研究で用いたコンパクト･-リカル･シ

ステム(CHS)装置やHIBPの計測原車およびCHSのHIBPの計測システムに関し

て述べる｡第3章は､ HIBPによる電子密度揺動と電位揺動の同時計軌に関して述
l

べる0第4章は､電子密度揺動計測隼おける経路積分効果に関する考察を述べる｡

第5章は､局所密度揺動分布の推定由こ関して､第6章は､さらに発展させた局所

密度揺動スペクトルの推定法に関

の展望を述べる｡

第7章は､本研究のまとめと今後
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第2章　実験装置

2･1コンパクト･ヘリ和レ･システム(CHS)

コンパクト･ -リカル･システム(Compact HelicalSystem､ CHS) [49-51】は

1988年に名古屋大学プラズマ研究所で実験を開始した-リカルプラズマ閉じ込め
l

装置である(Fig. 2,1)o CHSの装置パラメータをTa.ble2.1に示す. CHSはト-ラ

装置パラ �8��ｸ5��値 

**R �1m 
平均小 僵ﾈﾆ�;��0.2m 

ヘリカルコ �488ｸｼ��H���2 

Jm*m �8 

アスペク �6yND���5 

Table 2･1‥ qISの装置パラメータ

l

スの大半径R-1mおよび平均小半魂a-0.2 m､したがってアスペクト比R/a=5
1

の中型の磁場閉じ込め装置であるo平たヘリカルトラス磁場構造の指標として
l

局数l-2とトロイダル周期数m-8座あるoすなわち､楕円のポロイダル断面が

トーラスを一周する間に4回転する 捕造になっている｡ Fig. 2.2に3次元MHD平

衡コードVMEC [52Jによって計算UたCHSの真空磁場配位のポロイダル断面図

を示すo図は本研究で用いたCHSの桓配位鮎- 92114C-のものであるD Fig･

2･2(a)､ (b)および(C)はそれぞれト中イダル角が0度､ ll.25度および22.5度のポ

ロイダル断面図である｡最大磁場は1.8Tである｡ CHSは2本1組の連続巻き線
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Fig2.1: CHSの磁気コイルの配置図｡ 1粗の-リカル磁場コイルと4組のポロイダル磁場

コイルからなる｡

加熱装置 偬�ﾒ�備考 

NBⅠ#1 ��S�ﾕr�水素ビーム､40keV 

NBⅠ#2 ��S�ﾕr�水素ビーム､36keV 

ECH#1 ��SS��ｵr�53GHz 

ECH#2 ��SS��ｵr�106GH2; 

ⅠCH ��S#��ｵr�7.5MHz 

Table 2.2: CHSの加熱装置
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Table 2.3: CHSのプラズマパラメータ

による-リカル磁場コイル(HF)の他に､同じく2本1組で計4組のポロイダル磁

場コイル､すなわち､形状制御コイル(SF)､内側垂直磁場コイル(ⅠVF)､外側垂

直磁場コイル(OVF)およびトリミング垂直磁場コイル(TVF)を用いて磁場を形

成する｡このため､同じ-リカル装置であるが3組のポロイダル磁場コイルを装

備するLHD l53-55]やHeliotron ∫ [56]などと比べて漏れ磁場の割合が少なく､ま

た多様な磁場構造を形成することができる｡

CHSが装備する加熱装置をTable 2.1に示す. CHSはプラズマ加熱装置として

電子サイクロトロン共鳴加熱装置2台(周波数:53 GHz､出力:500kWおよび周波

数:106GHz､出力500kW)､イオンサイクロトロン共鳴加熱装置1台(周波数:7･5

MHz､出力:200 kW)および中性粒子入射加熱装置2台(ビームエネルギー:40 keV､

出力: 1 MWおよびビームエネルギー:36keV､出力:1 MW)が設置されている｡

cHSの代表的なプラズマパラメータをTable 2.1に示す｡線平均電子密度禿e ～

1020 m~3､中心電子温度Te ～2 keV､中心イオン温度Ti～ 1 keV､プラズマベー

タ値2%である｡
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2.2　重イオンビームプローブの測定原理
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HIBPは重イオンをテスト粒子としてプラズマ中に入射し､出てきた粒子を計

測してプラズマの状態を計測する装置であるo　多くの場合､一価の粒子のビーム

をプラズマ中に入射する｡これを一次ビームと呼ぶ｡一次ビームは磁場を横切っ

てプラズマ中に到達する｡プラズマ中で次々にイオン化し､シート状の二価の粒

子のビームとなる｡これを二次ビームと呼ぶ｡二次ビームはプラズマの外に出て､

検出器の前に設置されたスリットを通り､検出暑削こ到達する｡スリットを通る粒

子は一次ビームと二次ビームの軌道およびイオン化点より決まる｡ HIBPはイオン

化点の局所情報を持っているため､原理的に局所計測が可能な装置であるo

一次ビームと二次ビームの軌道は磁場中のサイクロトロン運動によって決まる｡

HIBPは価数の大きい､すなわちラーモア半径が小さい二次ビームがプラズマ外

に出なければ計測することができない｡そのためプラズマの中心を計測するため

には､二次ビームのラーモア半径がプラズマ半径と同程度になる必要がある｡す

なわち､ rLは二次ビームのラーモア半径､ Mはイオンの質量､ vsおよびqsは二次

ビームの粒子速度および価数､ Bは磁場の強さとすると､ rL > MvS/qsBがHIBP

を用いてプラズマ中心を計測するための必要条件となる｡この条件をビームとプ

ラズマのパラメータに分けて書き直すと､

〟Wb　α282
->一言~

qs
(2.1)

という関係が導ける｡ここで､ Wb-喜Mvs2はビームの運動エネルギーである｡こ

の式より､ビームのエネルギーはプラズマの半径および磁場の2乗に比例して大

きくしなければならない｡ビームのエネルギーを増強すると加速器の極板電圧が

大きくなり､設計が難しくなる｡そのため､磁場閉じ込めプラズマの場合､重イオ

ンを用いてビームエネルギーを低く抑える必要がある｡しかし､エネルギーを低

くするとプラズマ中のビームの滞在時間が長くなるので､ビームの減衰が大きく

なりビームの検出が難しくなる｡そのため､ビームエネルギーとイオンの種類は
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これらの条件やプラズマパラメータを考慮して決める必要がある｡代表的な組み

合わせとして､中型閉じ込め装置では､数10keV～数100keVのビームエネルギー

でルビジウム(Rb)やセシウム(Cs)が､大型の装置では､数MeVのビームエネル

ギーでタリウム(Tl)や金(All)が使われている｡

電子密度計測

一次ビームは主にイオン･電子衝突によって2次ビームとなる｡イオン･電子

衝突のイオン化率は電子温度の関数としてLotzの経験式[8]によって次式のよう

に与えられるo

S(Te,-3･0×10-15善云謡群/,7Te禦dx l-3′S] (2･2,

ここで､ IlとElはイオン化エネルギーと原子殻の等価電子数であるo　中型磁場閉

じ込め装置のHIBPでよく使われるルビジウムとセシウムについてLotzの経験式

より求めたイオン化率をFig. 2.3に示す｡両者とも電子温度30eVから10keVく

らいまではイオン化率の変化が少ない｡これより､中型磁場閉じ込め装置におけ

るHIBPのイオン化量はビーム粒子数とプラズマの電子密度だけにほぼ依存する｡

ビームのイオン化はイオン化点のみではなく､一次ビームおよび二次ビーム軌道

上でも起きているため､検出ビーム電流はイオン化点γ書の電子密度の他にビーム

軌道上の情報を含んでいる.したがって､検出ビーム電流zdは

Id(r.) -　27olsvnc(r*) (q12Vth)M

x exp(-/1吐禦dr1-I,幣dr2) (213)

と書ける.ここで､ Ioは一次ビームの電流､ Isvはイオン化点のサンプル体積の長

さ､ rlおよびr2は一次ビームおよび二次ビーム軌道上の位置､ o･12は一価から二

価-のイオン化断面積､ qlおよびq2は一価から二価以上および二価から三価以上

へのイオン化断面積､ vthは電子の熱速度､ Jil -drlおよびI12 ･ ･･dr2はそれぞれ
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Fig 2.3: Lotzの式より計算したセシウムおよびルビジウムのイオン化率｡

一次ビームおよび二次ビーム軌道上の積分である｡また､ ( )Mは速度分布関数が

マクスウェル分布を仮定した平均であり､左辺の係数2は一次ビームに一価､二

次ビームに二価のイオンビームを用いた時の係数である｡

低密度プラズマでは減衰項が小さく(expの項が1)､検出ビーム電流はイオン化

点の局所的な電子密度のみに依存する｡しかし､高密度になると減衰項が無視で

きなくなり､ビームの減衰を考慮しなければ密度分布を得ることができない｡密

度揺動についても同様で､低密度場合､検出ビーム電流揺動は局所密度揺動に近

似できるが､高密度ではビーム上の減衰を考慮しなけらばならない｡

電位計測

HIBPはエネルギー保存則より電位計測ができる.入射ビームエネルギーをWl

とする｡ビーム粒子の運動エネルギーとポテンシャルエネルギーであらわされる

全エネルギーはプラズマ中のビーム軌道上で保存する｡イオン化点の電位を¢と

すると､イオン化点で電荷-eを持つ電子を一個失いビーム粒子の価数が1つ増え

ると､ビーム粒子がプラズマの外に出るまでに運動エネルギーをe¢得ることにな
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る.したがって検出ビームエネルギーWdはWl+e¢となる｡書き直すと､
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Fig 2.4:電位計測の原理｡

6 -誓　　　　　(2･4)

より､イオン化点の局所的な電位を計測することができる｡また電位揺動について

も､検出ビームエネルギーの揺動によって局所計測ができる｡二次ビームはイオ

ン化点で得る運動エネルギーによって軌道が変わり､イオン化点がずる｡しかし多

くの場合､式(2･1)の要請により､ e少に対して十分大きなWlを用いるため､この

ずれは無視できる.一方､ e4,とWlの大きな差のために､エネルギー分析器は高分

解能が要求され､平衡電位の場合は10~3 ～ 10~4､電位揺動の場合は10-5 ～ 10-6

以上の分解能が必要がある｡エネルギー分析器を含むHIBP電位計測の詳細につ

いてはCHSの例を挙げて､ 2.4節で説明する｡

2.3　重イオンビームプローブの装置構成

一般的なHIBPはイオンガン､加速器､ビーム偏向システム､エネルギー分析

器およびスプリット･プレートから構成される｡同様の構成であるCHSのHIBP
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の構成図をFig. 2.5に示し､以下にそれぞれの構成機器について述べる｡
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イオン･ガンと加速器

イオン･ガンはイオン源､レンズ電極､初期加速電極からなる｡イオン源は､多

孔質構造を持つアルカリ化合物からの熱イオン放出を利用したものや[57-づ0トプ

ラズマを生成しそこから引き出すものなどがある｡中型装置では､前者がよく使

われている｡ここでは､前者についてCHSのイオン･ガンを例に上げて述べる｡

Fig. 2.6およびFig. 2.7にそれぞれイオン･ガンの写真および概略図を示す｡ア

ルカリ化合物から熱イオン放出によって放出されたイオンは､引き出し電極によっ

て引き出されてビームとなる｡その後､レンズ電極により焦点位置が調整され､初

期加速電極により加速される｡ビーム形状はビームライン上でプレート検出器な

どを用いて計測する｡イオンガンから出射されたビームは､下流に設置された加

速器によって設定のエネルギーまで加速される｡

ビーム偏向システム

加速器から出射したビームは､ビームラインの形状やイオン･ガン(特にイオン

蘇)の設置誤差などによって中心軸より外れた場合､補助ビーム偏向器によって理

想のビームラインに調整される｡この同定は上述のプロファイル･モニタなどで

行う｡その後､イオンガン側と検出器側に設置された(イオンガン側のみの場合も

ある)メインのビーム偏向器に軌道計算で得られた電圧を掛けることで､プラズマ

中のイオン化点を狙う｡

エネルギー分析器

プラズマから出て､ビーム偏向器を通ったビームはエネルギー分析器を通る｡

HIBPで用いるエネルギー分析器は円筒型と30度平行平板型が知られている｡多
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くのHIBPでは､後者の30度平行平板型エネルギー分析器が使われている｡ 30度

平行平板エネルギー分析器はProcaとGreenによって提案され【61,62]､ HIBPや

閉じ込めプラズマ実験に限らず､多くの分野で使われている｡

スプリット･プレート

検出器はエネルギー分解するために､上下に分割されている｡またHIBPは検出

器の左右方向に磁場の情報を持っているので､検出器は左右にも分割され､計4枚

に分割されたスプリット･プレートを用いている｡スプリット･プレートはビーム

電流を検出する金属板を使うものと主にイオン粒子数をカウントするMCP(Mdti-

Channel-Plate)を使うものがある｡多くの装置では金属板が用いられているが､検

出ビームが微弱である場合､後者が用いられる事がある｡

データ記録･解析

検出器に金属板を用いた場合､ビーム電流を電流電圧アンプにより電圧に変換

する｡その後､デジタイザ(Digital-Analog-Converter; DAC)を通して､データが

記録される｡解析は､ PCによって行われる場合が多い｡

2.4　CHSの重イオンビームプローブ

CHS上方から見たHIBPの設置位置をFig. 2.8に示す｡他のHIBPシステムに

はないCHSのHIBPシステムの最大の特徴はトロイダル方向に約90度離れた位

置に2台設置されていることである｡これによりプラズマ内部のトロイダル方向

の相関を観測できるようになり､ゾ-ナル流の計測といった世界的な成果を挙げ

ている【63]｡

CHS･HIBPとコントロールシステムの概略図をFig. 2.9に示す｡以下に､構成

機器の説明をする｡
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Fig 2･8: (a)CHSの上方から見たHIBPの配置図と(b)CHSのHIBPの写真｡
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イオン･ガンと加速器

イオン種は中型閉じ込め装置でよく用いられているセシウム(Cs)やルビジウム

(Rb)の一価のイオンを選んでいる｡イオンの生成には多孔質構造を持つゼオライ

ト化合物を用いた熱イオン放出によって生成する｡イオン･ガンは､円筒型のレ

ンズを含むPierce型イオン･ガン榊を用いている(Fig. 2.7)｡イオン･ガン下

流の加速器は､ 10枚の円筒電極からなり､イオン･ガン最下流と同電圧の最上流

電極から下流に向かってアース電圧まで徐々に下げることで､イオンを加速する｡

加速器の最大加速電圧は200kVであるo　これにより､ CHSの最大磁場強度1.8 T

でもプラズマ中心の計測が可能である｡

ビーム形状計測とビーム偏向システム

ビームの焦点やビームラインの位置の計測は加速器下流に設置した-リカル状

の金属線が回転する検出器(Profile Monitor)とHIBPビームライン上のCHS本体

近くに設置されたプレート検出器(Primary Beam Monitor)によっておこなって

いる｡

ビームラインの調整は四極補助ビーム偏向器で行っている｡またメインのビー

ム偏向システムはイオン･ガン側と検出器側にそれぞれ八極ビーム偏向器が設置

されている｡ 1枚に印加できる最大電圧は､ 20kVである｡ Fig. 2.10にこの偏向

システムを用いたCHSの磁気軸が92.1cmの場合の計測点を示す｡トロイダル方

向に計測点を移動しながら､プラズマの径方向全域の計測が出来ていることがわ

かる｡

エネルギー分析器

エネルギー分析器は30度平行平板エネルギー分析器を用いているo平行平板に

印加できる最大電圧は40 k Vである｡ CHSで用いている30度平行平板エネルギー
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Fig 2.10:磁気軸92.1cmの時の計測点｡左はポロイダル断面､右はトロイダル位置｡

分析器の概略図をFig. 2.11およびFig. 2.12に､写真をFig. 2.13示す｡上下の極

板には漏れ電場を少なくするために､メッシュが張ってある｡下部メッシュはビー

ムの軌道確保､上部のメッシュはプラズマからの放射光を逃がすためである｡ま

た､上部の平行平板電極のそれぞれの辺は電界集中を避けるために､丸めてあるD

ここで､ 30度平行平板エネルギー分析器について簡単に説明する｡理想的な辛

行平板エネルギー分析器を使う事で検出ビームエネルギーWdは次式のようにあ

らわされる｡

wd - qseVA (a(OI,小F(OI,増〉 ･　(2･5,

ここで､ qsは2次ビームの電荷(ここではq5-2e)､ OIおよびαはそれぞれエネル

ギー分析器-の垂直および水平(トロイダル)方向の入射角､ △idはスプリットプ

レート上の検出ビーム電流の上下の差で､

Aid - Zupper - Zdown
(2.6)
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XJ)

Fig 2.ll: ProcarGreen型平行平板エネルギー分析器

lT頭重]
Fig 2.12: Proca-Green型平行平板エネルギー分析器の上下の極板｡漏れ電場を少なくす

るために､メッシュが張ってある.下部メッシュはビームの軌道確保､上部のメッシュは

プラズマからの放射光を逃がすため｡
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Fig 2.13: CHS ･ HIBPの平行平板分析器の写真｡

とあらわるo　ここで､ IupperおよびZdownはそれぞれスプリットプレートの上段お

よび下段の検出ビーム電流である｡またVAは上部電極に印加する電圧であるo

a(0Ⅰ,α)は利得関数でビームがスプリット･プレート中心に投影する時の1次ビー

ム加速電圧WlとVaの比WJ(eVa)であるo F(0Ⅰ,α)は､検出器上におけるビーム

の上下方向ずれ感度を現す関数である(付録A)｡ CHSの場合､ βⅠ - 300､ α - Oo

である｡また､ a(300,00) ～4･864およびF(300,00) ～2.1 × 1012となっている.

CHSの標準配位(磁気軸:92･1cm､平均磁場強度‥0.88T)において､ Csビームを用

いた時､ vA - 14･7kVなので､エネルギー分析器の計測範囲は､式(2.4)および式

(2.5)より､

¢ -些二塑- 2VAF(300,00) ～ 630 [V]
e

の2倍､つまり約1.3kVとなるo

(2.7)
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スプリット･プレート

スプリットプレートは金属板を用いている｡ Fig. 2.14にCHSのスプリット･

プレートの概略図と3つのスプリット･プレートが連なったセットの写真を示す｡

金属板を用いたスプリット･プレートはFig. 2.14(b)に示すように側面から見る

と斜めの面で重なり合っている｡この仕組みによりビームは極板間を通過し､損

失することなしに検出することができるo　また下部には静電結合を低減させるた

めに極板間に隙間が設けている｡スプリット･プレートで受けた検出ビーム電流

は107 v/Aの電流電圧アンプを通して電圧信号に変換される｡信号は時間分解能

2psまたは25nsのDACを通して､最終的にハード･デスク･ドライブ(HDD)に

保存される｡解析はPCで行う｡



第2章　実験装置 37

Fig2114:スプリット･プレートo (a)ビームが当たる面から見た図｡桃色はビームの投影

イメージ｡ (b)側面から見た臥(C)CHS ･HIBPに設置されている3ビーム分のスプリッ

ト･プレートo
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第3章　密度･電位の乱流揺動の同時

測定

3.1　揺動計測に必要なビーム強度

揺動計測のための必要条件を概算する｡検出ビーム電流は､イオン化点とビー

ム軌道上の密度を反映する情報であった｡密度揺動計測に用いる検出ビーム電流

揺動にも同様の事が言える｡検出ビーム電流揺動と密度揺動の関係を求めるため

に､検出ビーム電流をあらわす式(2.3)の変分をとる｡

6Id(r.) - Zolsv6ne(r)(q12V.he)M

x exp (-/1吐禦dl1 - /2禦dl2)

･ Iolsvne(r)(J12Vthe)M (- Jl禦dll)

･e-(-/1幣dll-/2禦dl2) (3●1)

･ Iolsvne(r,(012Vthe)M仁12禦dl2)

･ exp (-/lTdll -/2禦dl2).

式(3･1)を式(2･3)で割ると､検出ビーム電流揺動は､

6Id(r.)'1Il･::∴:一一',::.I-tJ

ne(rl)(JvIBVe(rl))" dll - /,喜怒禦dl2,

(3.2)

とあらわされる｡このように検出ビーム電流揺動は局所密度揺動(右辺第1項)と

軌道上の密度揺動(右辺第2､ 3項)の和としてあらわされる｡この軌道上の密度揺
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動の寄与を経路積分効果と呼ぶ｡

問鷹を単純化するために経路積分効果を無視し､検出ビーム電流は局所密度揺

動のみであらわせるとする｡

6Id(r.)　6ne(r.)

Id(r.)　ne(r. )
(3.3)

CHSのHIBPでは107 V/Aの電流電圧増幅器を用いているoその熱ノイズ(アン

プノイズ)は10 mV程度､すなわち検出ビーム電流に換算するとl6Zd,n｡.8eE ～ 1 nA

となるo電子密度揺動成分の計測は､プラズマが生成されている時の検出ビーム

電流に対して､プラズマが存在しない時の信号の振動強度(ノイズレベル)よりも

大きい必要があるoイオン化点の密度揺動が1%だと仮定すると､密度揺動計測の

ための必要条件は

響くo･01
より､ Id>100nAとなる｡

次に電位揺動計測の必要条件について考える｡ボルツマン関係

6ne e64)
~=α~百
ne

(3･4)

(3.5)

が成り立つと仮定すると､電子温度で規格化した電位揺動は密度揺動に比例する｡

さらに､式(3.5)において比例係数α- 1､イオン化点での電子温度を200eVと

仮定すると､密度揺動は1%と仮定しているので､電位揺動は2 Vと予想される｡

このとき式(2.7)より､電位揺動計測のための必要条件は､

2 , 630響～ 939ifbee4
Zd

(3.6)

となるので､検出ビーム電流Idの必要電流値は､ Zd>310nAとなる｡このよう

に電位揺動計測には密度揺動計測に比べて大きな検出ビーム電流が必要と推定さ

れる｡

従来の市販のイオン源を用いたHIBPの検出ビーム電流は100 nA程度であるD

これは､密度揺動計測の必要最低条件程度である｡そのため揺動計測については､
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主に密度･電位の揺動強度が大きいコヒ-レントモードの計測を行っていた｡本

研究では電子密度･電位のコヒ-レントモードの揺動のみならず､広帯域な周波

数成分を持つ揺動の乱流成分をも計測することを試みた｡

3.2　イオン源の改良

3.1節より､電位の揺動計測を行うには検出ビーム電流揺動を検出するよりも､

検出ビーム電流を大きくしなければならない｡検出ビーム電流を大きくする方法

として､イオン化点でのイオン化率の増大および入射ビーム電流密度の増強が考

えられるo前者を選択する場合､イオン化エネルギーの低いイオン種を選ぶこと

になるが､ビーム軌道上のビームの減衰も大きくなってしまい､検出ビーム電流

を大きくできるとは限らない｡そこで後者の入射ビーム電流密度の増強を考えた｡

CHSのHIBPは熱イオン放出によりアルカリ金属イオンを取り出している.熱

イオン放出によるイオン源の開発として､ βユークリプタイト(β-eucryptite)型ア

ルカリアルミノケイ酸塩(Ⅹ20･A1203･2Si02｡ Xは､ Li､ Na､ K､ RbおよびCs)

に関する研究がある[65]｡それによると粉末を一度融解､冷却してガラス状態に

することで､イオン源中におけるアルカリ金属イオンの移動度が大きくなり､同

温度でも粉末に比べて10倍程度のイオンを放出することができ､かつ高密度イオ

ン放出の状態が格段に長時間維持される､という報告がある｡本研究で用いてい

るゼオライトはβユークリプタイトと同様に結晶性の多孔質物質であることから､

粉末よりもガラス状態にした方がより多くのイオン放射が得られる可能性がある｡

Fig･ 3･1(a)に本研究開始以前に用いていたSpectra Mat lnc.製の旧型イオン源

ソケットの概略図を示す｡これはセラミック内部にフィラメントが埋め込まれ､セ

ラミック上部の凹部にイオン源(セシウムゼオライト粉末)を詰められており､熱

イオン放出によってイオン取り出す構造になっている｡熱はフィラメント､セラ

ミック､ゼオライトと伝わり間接的に加熱する構造になっている｡このソケットを
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Fig3･1:イオン振ソケットo (a)旧型イオン源ソケットo (b)新型イオン源ソケット

(a)　　　　　　　　(b)

Fig3･2:イオン源の顕微鏡写気(a)加熱前の粉末状ゼオライト. (b)加熱して固まった状

態o (C)さらに6時間加熱したあとの状態｡

用いて､ゼオライトがガラス化するまで高温にするために､フィラメントに流す

電流を大きくしていくと､セシウムゼオライトが融解する前にフィラメントが断

線してしまうo

そこで､ゼオライトの中にフィラメントを挿入し､ゼオライトを直接過熱する

構造の新型イオン源ソケットを考案した(Fig. 3.1(b))｡フィラメントは太さや材

質をいくつか試した結果､一番扱いやすくゼオライトを過熱することができる直

径0.3mmのレニウム25%を含有するタングステンを用いている｡

この新型ソケットは､ゼオライトを埋め込む凹部にフィラメントがあるため､ゼ

オライトを埋め込む際にはなるべく空間ができないように配慮する必要がある｡ま
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た､過熱の際には熱が直接イオン源に伝わるため､急激に加熱するとわずかに含

まれる空気が急激に膨張し､イオン源を吹き飛ばしてしまうので､旧型ソケット

に比べて緩やかに加熱する必要がある｡

このソケットを用いることで粉末状ゼオライト(Fig･ 3.2(a))をガラス状態(Fig.

3･2(b)､ (C))にすることができた｡テスト･スタンドにおいて､イオン源から約

1mの位置に検出器を設置し､直接過熱型と間接加熱型イオン源の性能を比較し

た｡直接加熱型にしたことにより､従来に比べて最大約10倍の1 mA(加速エネル

ギー:10 keV)の電流値を得ることに成功したo

直接加熱型イオン源ソケットを用いてCHSプラズマの計測を行い､間接加熱

型イオン源ソケットを用いたほぼ同条件でのプラズマの計測結果と比較した(Fig.

3.3)｡イオンはセシウムである｡赤および青線はそれぞれ直接加熱型および間接加

7　′hV　5　4　3　2　1　0

【vuootx]33St

secondary beam current

20　　　　　40 60　　　　　　80

time(ms)
100　　　　120

Fig 3.3:間接加熱型および直接加熱型イオン源ソケットの検出ビーム電汎

熱型イオン源ソケットを使用した検出ビーム電流である｡この例の場合､ 80msに

おける検出ビーム電流は間接加熱型が100 nAなのに対し､直接加熱型はその5倍

の500nAとなっている｡これより､電位揺動計測が可能な検出ビーム電流を得る

ことができた｡またプラズマパラメータにもよるが､直接加熱型を用いたこれま

での実績として､最大2pA程度の検出ビーム電流を得ることに成功している｡こ
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れは､電位揺動のみならず､電位の差より求めるため､より計測条件が厳しい電

場揺動を検出可能な電流強度である｡

3.3　揺動解析法

DACよりコンピュータに保存されたスプリット･プレートの各極板の生データ

の信号Z(iJ),,aw(i)は､増幅器を完全に調整する事が難しいためOVから僅かにずれ

ている(Fig. 3.4)｡ここで､ i - upper,downおよびj - left,rightであり､それ

ぞれ上下および左右を示す添え字である｡そこでプラズマが生成されていない時

間tw/｡の各電極の信号を増幅器の熱ノイズ(アンプノイズ)とし､この時間の信号

I(iJ)(tw/0)の平均値をゼロ点とし､以後の解析を行う補正したデータ倍号I(iJ)(i)

とする｡

Z(.,,)(i) - I(iJ),,aw(i) - (I(iJ)(tw/0))　　　　　　(3･7)

補正したデータ信号を用いて､スプリット･プレートの全極板の合計Zdおよび

上下差△idを計算し､検出ビーム電流強度およびプラズマ電位の変位を求めるo検

出ビーム電流揺動および電位揺動は次式により求める｡

検出ビーム電流揺動
Zd(tw) - (Zd(lw))

(zd(tw))

電位揺動　　　= 630 ×
Aid(tw) - (Aid(tw)) e

(Id(lw))　　Te

ここで､ twはプラズマ生成中の解析を行う時間であり､ ()は解析時間における時

間平均をあらわす｡ノイズは次式より評価する｡

検出ビーム電流のノイズ
Id(tw/0) - (Zd(tw/.))

電位のノイズ　　　=630 ×

紘(紘))

△id(tw/0) -く△id(tw/0)) e

(Zd(tw))　　Te
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Fig3.4:スプリット･プレートの各極板の生データo

検出ビーム電流および電位揺動のパワーPslg,neおよびP8ig,¢およびそれぞれのノ

イズのパワーPn｡i,n.およびPnol,¢を二乗平均を用いて､以下のように定義する｡

Zd(tw/) - (Zd(tw/))

) `)  (3･12)
- (Id(fw/0))

(zd(tw/) ) )2) (3･13)

pslg,¢ - ((630 ×

pnoi,¢ - ((630 ×

△id(lw/) - (△id(tw/)) e

(Zd(iw/) )　Te

△id(iw/0) - (△id(tw/0))

(Zd(tw/) )

)`) (3･14)

量)2)･ (3･15)

物理量の揺動パワーPは信号の揺動のパワーPslg ≡ Pslg,ne, PsLg,Qからノイズpn.i

Pn｡1,nc, Pn｡i,¢のパワーを引いた値､

P = Pslg - Pn.I (3.16)

と定義する｡また信号の揺動､ノイズおよび物理量の揺動強度はそれぞれの揺動

およびノイズパワーの平方根､つまり､それぞれ∨馬､ノ覧およびJ戸と定義

する｡
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定常状態のプラズマ中に存在する揺動には､統計的なばらつきがある｡このた

め､揺動パワーはある程度の幅を持つ｡この揺動パワーの幅を求めるためには､全

解析時間をいくつかの小解析時間に分割し､統計処理を行う必要がある｡ Fig. 3.5

に検出ビーム電流を全解析時間T - 10msをN - 10個の小解析時間t8 - 1ms

に分割した例を示すo各小解析時間で物理量の揺動パワーPBを求め､その平均値

tl t! - I ' tN

1ms �� ���ﾗ2� ��

･....T.｢.=1 ��

90　　　　　　　　1 00

Time PIS]

Fig3.5:データ･ウインドウの分割｡

戸-皇票と統計誤差(標準誤差)
i=1

する｡

墓宗芸により揺動パワーの幅を評価

3.4　揺動スペクトルの観測結果

3.4.1　実験条件

Fig･ 3･6にCHSの運転例を示す｡ Fig･ 3･6(a)は計測したプラズマの運転条件と



第3章　密度･電位の乱流揺動の同時測定

(a)

巾　　　100　　　1血　　　2DO　　　2m

lho LnB]

u m Ej gj
FLuCLOL)'忙

b

Lr)　　　　O Lr)･;　[y lu]PI 0

0.0

(C)

2.0

1.5

:i..0
■■■;l

●~ 0.5

0.0

1.0

0.5

llllllll1

>
.上■
■      ■

010 60

.〟.5

0　　　50　　1 00　1 50　　200　　250

Time lms)

｢
::≡
Beam

lncidorlCO

D;rectjon

46

･1.0　　･0.5　　　0.0　　　0.5　　　1.0

P

Fig 3･6:プラズマの運転パラメータの時間変化(a)ECH(水色線)とNBI(青線)の入射タ

イミングおよび電子密度(緑線)0 (b)イオン化点が中心であるHIBPのZd曲線(育)およ

び△id曲線(赤)｡ (C)ECHプラズマ生成時((a)の100-110ms)の典型的な検出ビーム電流

分布｡
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電子密度の時間変化Fig. 3.6(b)はプラズマ中心でイオン化するビーム軌道の検出

ビーム電流とプラズマ中心の電位の時間変化である｡本研究では､アルヴェン固有

モード(Alfv6n Eigen Mode､ AEモード)などの特定の周波数をもつコヒ-レント

な揺動ではなく､広帯域な乱流揺動の計測を目的としている｡そのため､コヒ-レ

ントな揺動がほとんどないECHプラズマにおいて､揺動を計測する0 Fig. 3.6(C)

にECHプラズマ生成時の典型的な検出ビーム電流分布を示す｡一次ビームは正方

向から入射している｡電子密度および電子温度分布に依存したビームの減衰および

イオン化点の発光の結果､検出ビーム電流強度は規格化小半径位置p(≡ r/a) ～ 0.5

で最大となっている｡ここで､ rは平均小半径位置､ αはプラズマの平均小半径で

ある｡

Fig･ 3,7(a)および(b)に､ 3.4.2で行う計測に用いるプラズマのトムソン散乱

計測による電子密度および電子温度の径方向分布を示すo平均電子密度は布-

5･3×1018m~3であり､電子密度は弱いホロー型をしている｡中心電子温度は℃(0) ～

1･7lkeⅥ程度である｡

3.4.2　実鼓結果

揺動データは､様々な周波数の正弦波の重ね合わせからなっており､フーリエ

変換と呼ばれる数学的手法により､それらを各周波数領域で分離できる｡そこで､

揺動の周波数特性を調べるために高速フーリエ変換(Fast Fourie Thnsform, FFT)

を用いて(付録B)､各周波数の揺動強度を求める｡ FFTのサブルーチンは参考文

献[66]に掲載されているFortranプログラムを用いる｡解析は電子密度､電子温

度､ zd曲線および△id曲線がほぼ一定(定常状態)である時間で行う｡

Fig･ 3･8に検出ビーム電流揺動と電位揺動のパワースペクトルを示す｡ Fig. 3.8

中の青および赤線はそれぞれ検出ビーム電流揺動および電位揺動のパワースペク

トル､緑および黄緑線は検出ビーム電流揺動および電位揺動のノイズレベルをあ

らわしている｡また､ Fig. 3.8(a)､ (b)および(C)は､それぞれβ-0.11､ 0.49およ
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Fig 317: Fig･ 316の80-95msにおけるトムソン散乱計測による(a)電子密度および(b)電

子温度の径方向分布o
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Fig 3.8:検出ビーム電流揺動および電位揺動のパワースペクトル｡青､赤および経線はそ

れぞれ検出ビーム電流揺動､電位揺動およびノイズレベルo (a)p- 0.11､ (b)p- 0.45お

よび(C)クエ0.72｡
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び0.74の径方向位置の結果を示している｡

検出ビーム電流揺動および電位揺動スペクトルはともに中心から周辺付近に渡っ

て数10kHzまでノイズレベルより大きなパワーを持っている｡特に3例の中で最

も検出ビーム電流強度が大きいp - OA9において､ 200kHz付近までのスペクトル

が得られており､ 10 kHzではS/Nが電位揺動強度で最大100以上､検出ビーム電

流揺動では最大1000以上の大きな値を得ているo以上より､検出ビーム電流揺動

および電位揺動ともに､中心から周辺付近まで広帯域なパワースペクトルを得る

ことに成功している｡

3.5　密度と電位の揺動分布の観測

10kHz以上の揺動を乱流揺動と定義し､乱流揺動の径方向分布を求めたo　平均

電子密度布- 5 × 1018m13および電子温度Te - 1 - 1.7keV程度のECHプラズマ

について､検出ビーム電流および電位の乱流揺動強度を､径方向に2mm毎に計測

した例をFig. 3.9(a)および(b)にそれぞれ示す｡それぞれグラフは､数日の測定日

のデータで構成されており､測定日ごとにデータ点の色を変えてある｡検出ビーム

電流揺動強度の誤差は､ β～0.5で最小となり､中心および周辺付近で大きくなっ

ている｡これは､ ECHプラズマの場合､ Fig･ 3･6(C)で示したように検出ビーム電

流強度がβ～ 0.5で最大となり､それより中心および周辺にいくにしたがって検

出ビーム電流強度が減少するためである｡電位揺動の誤差の大きさも検出ビーム

電流揺動と同様の原因に加えて､周辺で増加は､電子温度が低い事にもよる｡ Fig.

3･9より周辺から中心までプラズマの径方向全域をほぼ連続的(2mm間隔)に､検

出ビーム電流揺動と電位揺動を同時計測した【7]｡これはビーム強度やビームエネ

ルギーの制限からトカマクでも成功した例はなく､トロイダルプラズマとして初

の成果である｡分布は中心付近でほぼ一定､周辺付近で揺動が急激に増大してい

る｡これはトカマクで観測されている検出ビーム電流および電位揺動強度の中程
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から周辺付近の径方向分布と同様の傾向である｡
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Fig3,9:平均電子密度ne ～5 × 1018m13､電子温度Te ～ 1 - 1.5keVのECHプラズマに

おける乱流揺動の径方向分布｡ (a)検出ビーム電流揺動強度(b)電子温度で規格化した電

位揺動強度｡
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第4章　経路積分効果についての考察

4.1　密度揺動計測における経路積分方程式

検出ビーム電流揺動の強度を求めるために､式(3･2)を二乗すると､

772(p.) -　E2(p*)

-2Ll
i(p.)i(pl)Sl(pl)W(pl)dpl I 2

･ LILl

･ JJ,

ここで､

/] e(p.)E(p2)S2 (p2)W(p2)dp2

E(pl)i(pll )Sl (pl)Sl (p'1)wl (pl)wl (p'1)dpldp'1　　　(4･ 1)

i(p2)i(pら)S2 (p2)S2 (p'2)W2 (p2)W2 (p'2)dp2dpも

･2Lj,

rl(p)

i(pl)i(p2)Sl (pl)S2 (p2)wl (pl)W2 (p2)dpldp2

･'JI :II:J

"p) -言霊

Sl(p)
ne(p) (oLtVe(p))Ma

VB

:検出ビーム電流揺動　　(4.2)

:局所密度揺動　　　　(4.3)

:イオン化係数　　　　(4.4)

wt(pi) -箸　　　　=-の重み　　(4･5)

と定義した｡ここで､積分の重みとは､軌道の接線成分の単位量である｡式(4.1)

はある瞬間における検出ビーム電流揺動強度であるo局所密度揺動Eは統計的変

数である｡アンサンブル平均を()Eであらわすと､ (E)l5-0となる.式(4.1)にお
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いてアンサンブル平均をとると､

(T12(p.))E -　くE2(p*))E

2/i (E(p*)i(pl))ESl (pl)wl (pl)dpl

･ /ill

I JJ2

21,
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(i(p*)i(p2))ES2 (p2)W2 (p2)dp2

(i(pl )i(p'1 ))ESl (pl )Sl (pll )wl (pl )wl (pi)dpldpi

(i(p2)i(pら))ES2(p2)S2 (p'2)W2 (p2)W2 (p;)dp2dpら

I 211/, (i(pl)i(p2))ESl (pl)S2 (p2)wl (pl )W2 (p2)dpldp2

(4.6)

ここで､ (i(pl)i(p,))Eは2点の揺動の強度とそれらの相関関数r(p"p,)の積として

(i(pi)E(p3･))E - lE(pl)1 1E(p3)lr(p" p3)　　　　　　(4･7)

のようにあらわされる｡

4.2　無限小相関近似一遮蔽効果と積算効果一

式(4.6)より､検出ビーム電流揺動は局所密度揺動と一重および二重積分であら

わされる経路積分効果で記述されることがわかる｡これらの経路積分効果につい

て式(4.6)を簡略化しそれぞれの意味について考える｡相関長がプラズマ径に比べ

て十分短いと仮定し､無限小相関近似をおこなう｡局所的な相関をあらわすため

にデルタ関数6(pl - P,)を用いて､空間2点間の揺動の相関特性を

(i(pl)i(p,))E ≡ J珂E(pi)I IE(p,)lLc(pt)6(pt - p,)6(li, l,)　　(4.8)

と定義する｡ここで､一次および二次ビームのそれぞれの各軌道上でのみ相関が

あると仮定したため､クロネッカーのデルタ6(li,lJ･)を用いた｡式(4･8)を式(4･6)

に代入すると､

772(p.) - (1 - 6C(p*))E2(p*) +乳C(ll,l2) (4･9)
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が得られる｡ここで､ Lcはプラズマ径aで規格化した揺動の相関長､また

6C(p.) ≡ 2ヽ/扇Lc(p.)(Sl(p.) + S｡(pJ)　　　(4.10)

乳C(ll, l2) ≡

/I

･L2

E2 (pl )Lc (pl)S12(pl)wl (pl)dpI

E2 (p2)Lc (p2)S22 (p2)W2 (p2)dp2

(4.ll)

である｡式(4.9)の右辺第1項は局所的な効果である｡第2項の9tcは､ビーム軌

道上の電子密度揺動が積算されて検出ビーム揺動に影響する効果である｡このた

め､この効果を積算効果(Accumulation Effect)と呼び､乳Cを積算係数とよぶこと

にする｡

第1項の括弧内にはイオン化点の局所密度揺動と負符号がついた経路積分効果

6Cが含まれている｡これを説明するためにイオン化点まわりの局所的な括像を

Fig. 4.1およびTable 4.1に示す｡一次ビームおよびエネルギー分析器のスリット

を通る二次ビームをそれぞれ青および赤線で示す｡黄点はイオン化点である｡あ

る瞬間に､イオン化点およびイオン化点周りの､ Lcに比べて十分近傍で､密度が

増大したと仮定する｡この時､一次ビーム軌道上のイオン化点より手前で2価以

上にイオン化するビーム(例として2価のビームを桃線で示す)の粒子数が増大す

るため､イオン化点に到達する一次ビーム粒子数が減少する｡また､二次ビーム

上のイオン化点近傍で3価以上にイオン化するビーム(例として3価の粒子ビーム

を灰線で示す)の粒子数も増大する｡この結果､局所的に見ると経路積分効果は検

出ビームの減少に寄与する｡この効果は局所的な揺動を覆うように寄与するため

遮蔽効果(Screening Effect)と､また6Cを遮蔽係数と呼ぶことにする｡

4.3　経路積分効果の指標(

一様なプラズマを仮定し､式(4.9)をさらに簡略化することで､経路積分効果の

電子密度･電子温度依存性について考察する｡つまり､一次ビームおよび二次ピー



第4章　経路積分効果についての考察

i t r-=S

二一_　′一･一･

Secondary

Beam (q=+2)

56

Fig 4･1:イオン化点まわりの局所的な描胤青､赤および灰線はそれぞれ一次ビーム(1

価)､二次ビーム(2価)および二次ビーム上でイオン化して生成された3価のビームo黄

点はイオン化点.桃線はスリットを通らない二次ビームo

Table 4.1: Fig. 4.1の各領域における密度変位と検出ビーム電流変位
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ムの軌道長をプラズマ半径aで規格化した長さをそれぞれLlおよびLlとし､プ

ラズマ全域で電子密度､電子温度､電子密度揺動およびその相関長が一定､すな

わちS.(p)-烏､ i(p)-EおよびLc(p)-Lcだと仮定する｡このとき､ 77(p)-Tl

となり､式(4.9)は､

T12-(1-6C+乳溌2 (4･12)

となる｡ここで､遮蔽係数および積算係数も一定となり､

6C ≡ 2J京Lc(Sl+S2)　　　　　　(4.13)

‰…海Lc(S12Ll +S22L2)　　　　　(4.14)

となる｡式(4.14)および式(4.14)より､イオン化率に対して遮蔽効果は1次､積

算効果は2次の効果であることがわかる｡遮蔽効果および積算効果が大きくなる

と検出ビーム電流揺動中のイオン化点における局所情報の割合が減少する｡そこ

で経路積分効果の指標として経路積分係数ぐを

(≡ 6C+gtc (4･15)

と定義する｡

Fig･ 4･2にCHSの標準配位(磁気軸0.921 m､磁場強度0.88 T､プラズマ半径

a-0.2m)およびLl -L2 -0.2mにおいて､揺動の相関長Lc - 10mmの時､

セシウムおよびルビジウムの一価のイオンを入射ビーム(入射ビームエネルギーは

それぞれ70 keVおよび111 keV)､二価のイオンを検出ビームとした場合に､それ

ぞれの経路積分係数EcSおよびERbの電子密度neおよび電子温度Teの関係を示す｡

Fig･ 4･2より､セシウム､ルビジウムとも低温領域(～50eV)において電子温度に

対してぐは非常に大きく変化する｡このため､周辺プラズマの電子密度揺動を計測

する場合､電子温度を精密に計測する必要がある｡中間温度領域(50～200eV)にお

いて電子温度･電子密度､両者に対して亡は大きく変化する｡高温領域(200eV～)

おいてぐはほ電子温度に対しては殆ど変化しないが､電子密度に対しては大きく変
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Fig4.2:経路積分効果の電子密度および電子温度依存性｡ (a)セシウム｡ (b)ルビジウム｡
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化する｡これは､高温領域ではイオン化率(crtvthe)が殆ど変化しないのに対し(Fig.

213)､式(4A)よりイオン化係数Siはneに比例することから､式(4.14)-(4.15)よ

りEはne2に比例するためである｡

ここでは､高温プラズマの計測精度に重きを置き､温度一定としたときの､ぐと

電子密度の関係について調べるo Fig. 4.2(a)よりセシウムの場合､電子温度1keV

において電子密度が2 × 1018m13ではEcs ～ 0.1程度であり､検出ビーム電流揺動

は局所密度揺動にほぼ近似可能と考えられる｡一方､ 1.1 × 1019m-3ではEc8 - 1

程度になり､局所情報とビーム軌道上の情報が同程度となり､局所密度揺動を評

価する上で経路積分効果の考慮は不可欠である｡他方､ Fig. 4.2 (b)よりルビジウ

ムの場合は､電子温度1keVにおいてERb - 1となるのは電子密度が1.7× 1019m-3

の時である｡これより､セシウムよりもルビジウムの方が高密度まで局所情報の

割合が大きい｡しかし､低密度ではセシウムよりもルビジウムの方がイオン化率

が低いために検出ビーム強度が小さくなるためS/Nが劣化する｡また､ルビジウ

ムよりもセシウムの方が軽いため同じ磁場強度では､大きなビームエネルギーが

必要であるoその結果､式(2.7)より､電位計測のダイナミック･レンジは広がる

が､同じADCを使う限り分解能は低下する｡そのため､電子密度と電位の揺動を

同時計測(強度･相関･位相差の検出)するためにはプラズマの条件によって､イ

オンの種類を変える必要がある｡

4.4　CHSにおける経路積分効果の計算例

前節において､経路積分効果は遮蔽効果と積算効果に分けられることがわかっ

た｡この節では､ CHSを例にとって経路積分効果をより具体的にシミュレートする｡

その際に用いる電子密度および電子温度の径方向分布をFig. 4.3に示す｡高温領

域において経路積分効果の影響は電子温度に殆どよらないので､電子温度分布は､

㌔(〟) - 103exp(-(〟/0.5)2) ev､として固定する｡電子密度分布については､ペデ
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Fig4.3:経路積分効果のシミュレートを行う､ 1つの電子温度分布(黒)と4つの電子密度

分布(水､緑､栓および赤線)
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スタルな分布を仮定し､ ne(p) - n8(0)exp(-(p/0,8)8) m~3を基本関数として用い

る.この基本関数によって平均電子密度は屯- 0.75×1019ne(o) m-3であらわさる.

ne(0)を変える事で平均電子密度､元e - 0.2, 0.5, 1.0, 1.5×1019m~3の分布について

シミュレートする｡ CHSにおいて標準配位(磁気軸o･921m､磁場強度0.88T)のプラ

ズマの中心をビームエネルギー70keVのセシウムビームを用いて計測を行う場合､

Fig･ 4･2より経路積分係数はそれぞれEc5-0.13, 0.36, 0.89, 1.6である｡また､電

子密度揺動は周辺に局在化し(琵e(p)/ne(p) - 012exp [- ((p I 0･9) /01212] +o･01)､

相関長はプラズマ全域で10mm(規格化小半径長さで0.05)と仮定する｡

まず､無限小相関近似を行った式(4.9)を用いて､経路積分効果をシミュレート

した結果をFig･ 4･4に示す｡ Fig･ 4･4(a)は仮定した電子密度揺動分布(青線)とFig.

4.3に仮定したそれぞれの電子密度分布において検出ビーム電流揺動をシミュレー

トした結果を示しており､ Fig. 4.4(b)はそれぞれの結果について電子密度揺動か

ら検出ビーム電流揺動-の歪み率(DiBt(p) ≡ (77(p) - i(p))/E(p))を示したもので

ある｡ Fig. 4.2で予想した通り､密度が高くなるにつれて経路積分効果は大きく

なっている.セシウムビームにおける歪み率DiBt,CBは､周辺部のr/a之0.6で負

になっていることから､この領域では経路積分効果の内､遮蔽効果が有意であるo

Dist,Csの最小値は屯- 1･5において-0.38である｡一方､中心部の0 < r/a S 0.6

でDiBt,Csは正となっており､積算効果が有意である｡また､中心領域は周辺領域

よりも歪みが大きく､ fie- 1.5における歪み率の最大値は3.6､すなわち密度揺動

を3倍以上大きく見積もってしまう可能性がある｡このように､イオン化点の位

置により経路積分効果の大きさが異なっている[6]

経路積分係数亡は遮蔽効果と積算効果をそのまま足した係数である｡一方､歪み

率DlStは遮蔽効果を負､積算効果を正として足した係数である.したがって､一

様プラズマにおいて､ Ding(0) < (であるが､遮蔽効果が殆どない場合､ DiBtは亡

にほぼ対応するo Fig･ 414より､中心のDist,C8は元e -0.2および再e - 1.0におい

て､それぞれ0･1および1･7となっている0両eF=0.2においてFig. 4.2よりcc且が
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Fig4.4:無限小相関近似(式(4.9))を用いた場合の経路積分効果のシミュレーション｡ (a)

仮定した電子密度揺動(青線)およびシミュレートした検出ビーム電流揺動(水､緑､橿お

よび赤線)分布､ (b)検出ビーム電流揺動の変化率((77-i)/E)o　ここで､ (a)(b)の線の各

色はFig. 4.3における各色の密度分布に一致oまた､相関長はプラズマ全域で10 mmと

仮定o
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予想する結果とほぼ一致する｡しかし､ ffe - 1.0においてはEcSが予想する結果よ

りも大きなDht,Csを持つ.これは､ Fig･ 4･2は-様なプラズマを仮定しているの

に対し､このシミュレーションでは分布を仮定しているため､経路積分効果が大

きい高密度で大きな歪みが生じるためである.

次式のように､相関係数r(p"p,･)より､ガウス関数を用いて､より現実的な相

関長に対応させる｡

r(pi,P,) - eXP (一拝辞).　(4･16,

Fig. 4.5に式(4.16)を用いて､式(4,6)から経路積分効果をシミュレートした結果

を示す｡イオンはセシウム､ビームエネルギーは70keVである｡仮定した電子温

度､電子密度､電子密度揺動および相関長の分布はFig. 4.4と同じものを用いる｡

また､ Fig. 4.5(a)(b)はそれぞれFig･ 4･4(a)(b)に対応する｡シミュレート結果の

傾向は無限小相関近似と同様に､高密度になるほど経路積分効果が大きくなった｡

また､周辺で遮蔽効果が大きく､中心で大きな積算効果によって局所密度揺動が

歪んでいることがわかるo

より詳細に無限小相関近似とガウス関数近似のシミュレート結果を比較するた

めに､ Fig. 4.6に歪みが大きい再e - 1.5 × 1019 m13における結果を示す｡ビーム

ェネルギ-70 keVのセシウムビームにおける無限小相関近似およびガウス関数近

似による結果をそれぞれ桃破線および赤線で示す｡ Fig. 4.6より､周辺領域におい

て無限小相関近似の方が歪みが大きい｡一方､中心領域においてはガウス関数近

似の方が歪みが大きい｡この違いを示すために､ Fig. 4.7に遮蔽効果および積算効

果をそれぞれ無限小相関近似(それぞれ赤および桃線)およびガウス関数近似(そ

れぞれ青および水線)についてシミュレートした結果を示す｡遮蔽効果は周辺領域

に局在し､ガウス関数近似の方が無限小相関近似に比べ小さく評価される0 -方､

積算効果は周辺から中心までほぼ一定で､ガウス関数近似の方が無限小相関近似

に比べ大きく評価される｡このように相関の近似関数によって経路積分効果の影

響が異なるので､実際にはプラズマを計測してどのような近似を用いるか決める
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Fig 415=ガウス関数近似を用いた場合の経路積分効果のシミュレーションQ (a)仮定した

電子密度揺動およびシミュレートした検出ビーム電流揺動分布､ (b)検出ビーム電流揺動

の歪み率((71 - i)/E)0



第4章　経路積分効果についての考察

(a)

0.2　　　0.4　　　0.6　　　0.8　　　1.0

rla

(ら)

0　　　　5　　　　0　　　　LD211
【%]lO>01uOItentOnlL

4

3

QB　2

1

0

65

0.0　　　0.2　　　0.4　　　0.6　　　0.8　　　1.0

rJa

Fig 4.6:セシウムビームを用いた場合の無限小相関近似(桃破線)およびガウス関数近似

(赤線)､およびルビジウムビームを用いた場合のガウス関数近似(緑線)の経路積分効果の

比較｡ (a)仮定した電子密度揺動(青線)およびシミュレートした検出ビーム電流揺動､ (b)

検出ビーム電流揺動の歪み率｡
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Fig 4.7:遮蔽効果および積算効果の無限小相関近似(それぞれ赤および桃線)およびガウス

関数近似(それぞれ青および水線)における分布｡
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必要がある｡

Fig. 4･2(b)より､両e - 1.5においてルビジウムビーム(ビームエネルギー:111

keV)を用いると､ ERb-0.89に抑えることができる｡ Fig. 4.6に､ガウス関数近似

を用いた場合のルビジウムビームにおけるシミュレート結果を重ねる(緑線)｡ Fig.

4.6(b)より､歪み率が0付近(r/a ～ 0.65)以外ではセシウムに比べてルビジウムの

方が歪み効果が小さくなっている｡これは､セシウムに比べてルビジウムの方が

ビームエネルギーが大きいために､プラズマ中のビームの滞在時間が短く､ビー

ムの減衰が小さいからであるo　また､セシウムおよびルビジウムにおける中心領

域のD旭tの比(DL8t,C8/Diet,Rb)は212であり､ぐの比(Ec8/ERb)､ 118､とおおよそ同

程度になる｡以上より､ペデスタルな密度分布を持つ高温プラズマにおいて､局

在化した電子密度揺動に対する検出ビーム電流揺動の中心領域の歪みの大きさは､

ほぼぐで評価することができることがわかる｡
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第5章　局所密度揺動分布の推定法と

応用

5.1　経路積分方程式の解法

検出ビーム電流揺動は式(4･6)とあらわせた｡式(4.6)中のイオン化率はLotzの

経験式(2･2)を用いれば､トムソン散乱計測などにより電子温度および電子密度

分布を計測することで推測することができる.したがって､式(4.6)において小ま

HIBPによって､ Siはトムソン散乱計測などによって計測することができるので､

未知数はEだけとなる｡また､ (i(pt)i(p,))Eは2点の揺らぎの強度とそれらの相関

係数r(p"p,)の積として､式(4.7)であらわせた｡以上より､ 2点の局所密度揺動

の相関係数rがわかれば､式(4.6)をEについて解く事ができ､局所密度揺動を推

定することができることがわかる｡

本研究では､式(4･6)を亡について解くために､逐次近似法により解くプログラ

ムを作成した｡仮定した局所密度揺動分布から求めた検出ビーム電流揺動分布に

対してこのプログラムを実行することで得られた局所密度揺動分布は､元の仮定

した局所密度揺動分布に高い精度で一致することを確認した｡プログラムの詳細

については付録Cに示す｡

CHSのHIBPは､エネルギー分析器の手前にスリットを3つ設置することで､

ビーム軌道上の近接3点を同時計測している(Fig. 5.1)｡近接3点のサンプル･ボ

リュームの重心間距離△を､ CHSの標準配位(磁気軸92.1cm)の真空磁場中にお

いて､半径8mmのペンシル･ビーム､スリット幅30mmと仮定した場合の計算結

果をFig. 5.2に示す｡実際のビームは焦点を持っておりペンシル･ビームでない
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Figs.1: 3点同時計靴音および赤線はそれぞれ一次および二次ビーム0 -次ビーム軌道

上の3つイオン化点(黄点)でイオン化した二次ビームはそれぞれエネルギー分析器の3つ

のスリットに向かう｡
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Fig5.2:サンプル･ボリュームの重心間距胞

ため､この計算には誤差がある｡ Fig. 5.2は3つのサンプル･ボリューム間距離の

統計平均としてサンプル･ボリューム間距離を示している｡サンプル･ボリュー

ム間距離は中心付近､ r/a(≡ p)が負側で約5mm､正側で約3-5mmで､両側とも

周辺部ほど長くなり最外殻磁気面付近で10mm程度となる｡

近接3点の局所密度揺動の相関関数から局所的な相関r′(△;〟)を定義できる｡

r′(△;p)は､プラズマ径aで規格化した局所的な相関長Ic(p)を半値幅に持つガウ

ス関数である､と仮定すると､

r,(A;p, ≡器-可一芸認)　(5･1)

と書ける｡しかし､局所密度揺動間の相関は計測できないため､次式のように局

所密度揺動間の相関を点pの周りの近接2点p.およびp,･でイオン化する軌道の検

出ビーム電流揺動揺動間の相関として非常に粗い近似をし､ Icを求める｡

篇-eq (一芸認) ･　(5･2,
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実際の計測データより局所密度揺動を推定するにあたり､ ECHプラズマを用い

た｡ ECHプラズマはNBIプラズマに比べて､アルヴェン固有モードなどのコヒ-

レントな揺動が少ないためである｡コヒ-レントな揺動は揺動強度が大きく､式

(5.2)より相関を求める場合､背景乱流揺動の相関よりもコヒ-レントな揺動の相

関を求めてしまう可能性がある｡また､コヒ-レントな揺動はプラズマの半径ス

ケール程度の長い相関長を持つ場合があり､ Fig. 5.2に示したような同時計測間隔

では､相関長の計測に大きな誤差を含む可能性があるため､局所密度揺動を推定

するには更なる工夫が必要となる0

第4章において､経路積分効果の指標である経路積分係数(は､特に密度によって

大きく変わる事を示した｡そこで､ 2つの異なる(の密度領域について局所密度揺動

の推定を行う.ひとつはく- 0.3で比較的経路積分効果の影響が小さいと予想され

る低密度領域､平均電子密度iie - 4･7× 1018および中心電子温度Te(0) - 1.3 [keV]､

のプラズマを例に取る.もうひとつはぐ- 0.8で比較的経路積分効果の影響が大き

いと予想される高密度領域､屯- 9.5 × 1018 m~3およびTe(0) - 1.3 [keV]､のプ

ラズマを例に取る｡ Fig. 5.3にそれぞれ領域での電子密度および電子温度分布を

示す｡

Fig. 5.4に､低密度および高密度領域における検出ビーム電流間の相関を示す｡

赤および青点はそれぞれ中心と上および下端の検出器で検出する検出ビーム電流

間の相関である. Fig･ 5･5に､ Fig･ 5.2およびFig. 5.4から式(5.2)を用いて求め

た相関長の径方向分布を示す｡低密度および高密度領域をそれぞれ青および赤点

で示す｡点は中心と上および下端の検出器で検出する検出ビーム電流間の相関の

平均値であり､エラーバーの上下端は2つの相関長のどちらかの値を示す｡ノイズ

レベルは､プラズマがない時の相関より求めた相関長に相当する値である｡相関

長は低密度および高密度領域ともに中心付近で5mm程度で周辺付近で20Ⅱ皿程度

となり､中心から周辺に向けて相関長が長く見積もられた｡

式(4･7)のr(pt,p,･)はプラズマ全体で対称性を満たす必要がある｡そこで､本研
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010　0･2　0･4r/aO･6　018　110

Fig 5･3: ECHプラズマの電子密度(緑)および電子温度分布(赤)｡点はThomson散乱計

測による実験点で線はフィッティング曲鼠(a)低密度領域:4.7× 1018m~30 (b)高密度領

域:9.5 × 1018m~3｡
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Fig 5･5= ECHプラズマの相関長分布｡青および赤点はそれぞれ低密度領域(4.7 × 1018m｣)

および高密度額域(9.5 × 1018m~3)

究では密度揺動の2点間の相関長fc2(p"p,)を､点p8およびp, iこおける局所的な

相関長l昌(pi)およびl邑(p,)を用いて次式のように定義する｡

1      1    1

I･.-･I･ l･. ~/･ll･･･ /.-･I･･
(5.3)

ところで､ CHSにはトロイダル方向に約90度離れた位置に2台のHIBPが設置

されている｡磁場閉じ込めプラズマにおいて電位は磁気面でほぼ一定なので､電

位揺動については2台のHIBPを用いて半径方向の長距離間の相関を計測するこ

とができるo一方､密度は磁気面で一定ではないため､密度揺動については､ 2台

のHIBPを用いた半径方向の長距離間の相関の評価は難しい｡

5.2　局所密度揺動の推定例

前節までにおいて､局所的な相関r′が､プラズマ径αで規格化した局所的な相

関長gcを半値幅に持つガウス関数である､と仮定し､離れた2点の相関長の逆数
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はそれぞれの点の局所的な相関の逆数の和によってあらわすと定義した｡これよ

り､式(4,6)は､

E2(p.) - ,72(p*)

-2L1

-2/,

I Jjl

･ LJ,

1E(p.)‖E(pl)I exp

le(p.)I lE(p2)l exp

tE(pl)I IE(pi)l exp

lE(p2)L IE(p'2)I exp

I 2 ll/,

し

(-

(p* - pl)2

2言昌(p" pl)

(p. - p2)2

2古き(p., p2)

一　　　一

iZqiZⅦl柑U

lE(pl)l lE(p2)I exp

(

(pl - P'1)2

.1:
ハ｢

｡り731エ

2

)

)

(p2 - P12)2

2盲2C (p,, p;)

)

)

(pl - P2)2

2言乙(pl, P2)

Sl (pl)wl (pl)dpI

S2 (p2)W2 (p2)dp2

Sl (pl)Sl (p'1 )wl (pl )wl (p'1)dpldp'l

S2 (p2)S2(pら)W2(p2)W2 (pl2)dp2dpl2

)
Sl (pl)S2 (p2)wl (pl)W2 (p2)dpldp2

(5･4)

と書くことができる｡

Fig. 5.8に､ Fig. 5.3に示した低密度および高密度領域のECHプラズマおける

検出ビーム電流揺動から､式(5.4)を用いて局所密度揺動分布を推定した例を示す｡

青点は検出ビーム電流揺動の実験点､青線は実験点をガウス関数でフィットしたも

のであるo　緑線は青線より再構成した局所密度揺動である｡ここで､局所的な相

関長はFig. 5.5を用いる｡

Fig. 5.6(a)より､低密度では計測誤差の範囲でしか局所密度揺動が変化してい

ない｡これより､低密度プラズマ(ne S 5 × 1018m~3)では検出ビーム電流揺動は

局所密度揺動に計測誤差の範囲で一致することが確認できる｡一方､ Fig. 5.6(b)

より高密度プラズマ(nc ～ 1 × 1019m-3)において､周辺付近では低密度領域と同

様に検出ビーム電流揺動と局所密度揺動が計測誤差範囲で一致するが､中心付近

では計測誤差以上に検出ビーム電流揺動と局所密度揺動に差異があることが確認

できるo
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Fig 5.6:ガウス関数近似した場合の局所密度揺動分札(a)低密度領域(n｡ ≦ 5× 1018m~3)､

(b)高密度領域(ne ～ 1 × 1019m-3)｡
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5.3　推定誤差の評価

相関長の評価から局所密度揺動の推定誤差について2つの方法で評価する｡誤

差の評価には､経路積分効果が大きい高密度領域のECHプラズマにおける局所密

度揺動の再構成を用いる｡

一つ目の方法として､ガウス関数より求めた相関長の誤差(Fig･ 5.5)からの推

定誤差を評価する｡前節では相関長の平均値より局所密度揺動を推定した｡ここ

では､相関長をエラーバーの範囲で最長および最短､つまりそれぞれエラーバー

の上端値および下端値の局所的な相関長分布を用いて､局所密度揺動を再構成す

る(Fig. 5.7)o Fig. 5.7中の青線はFig. 5.6(b)の検出ビーム電流揺動のフイツティ

【%]lO>01uO!)空一19⊃正

0.4　　　　　　0.6

rJa
0.8　　　　　1.0

Fig 5.7‥相関長計測における計測誤差から生じる局所密度揺動の推定誤差｡青線は(b)の

検出ビーム電流揺動のフィッティング曲線｡赤､緑および黄銅線はそれぞれ相関長が最長､

平均および最短値を用いた場合の局所密度揺動｡
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ング曲線である｡赤､緑および黄銅線はそれぞれ相関長が最長､平均および最短

値を用いた場合の局所密度揺動である｡最長および最短の相関長を用いた場合の

局所密度揺動は､平均値の相関長を用いた場合に比べて共に中心付近で約20%異

なる｡したがって､相関長計測の統計誤差より､局所密度揺動分布は中付近で約

20%の誤差があるo

式(5･1)において､局所的な相関r′は､プラズマ径αで規格化した局所的な相関

長Icを半値幅に持つガウス関数である､と仮定して相関長を求めた｡ここでは､

r'は､ Icと任意の乗数αを係数に持つ次式であらわされると仮定LJcを求める｡

r'(A;p)-篇絵～親-e項(豊)α] (5･5,

また､対称性を考慮した相関長吉Cは

1     1    1

Tt,/.. ,.,, I I:･.,,,; - I;I-I... (5･6)

より求める｡

二つ目の局所密度揺動の推定誤差評価法として､ αを変化させることで定義関数を

変えて求めたIcを用いて､局所密度揺動を再構成するo Fig･ 5･8に､ α- 1.5, 2, 20

と設定した場合の､局所密度揺動の再構成結果をそれぞれ樫､緑および赤線で示

す｡青線はFig･ 5･6(b)の検出ビーム電流揺動のフィッティング曲線である｡ Fig.

5･8より､ α- 1.5においては揺動強度が負になってしまうなど､局所密度揺動はα

によって大きく変わってしまう｡したがって､相関長は局所密度揺動の推定にとっ

て重要な要素であり､また相関と相関長を結びつける関数を適切に選び､正確な

相関長を計測する必要がある｡
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Fig 5･8:相関長を求める際に用いる関数による局所密度揺動の推定誤差｡青線は(b)の検出

ビーム電流揺動のフィッティング曲線.撞､緑および赤線は式(5.5)の乗数α- 1.5, 2, 20

とした場合の局所密度揺動｡
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第6章　局所密度揺動スペクトルの推

定法と応用

6.1経路積分方程式のスペクトル分解

Fig. 3.3で示したように､プラズマ中には乱流を示す広帯域なスペクトルや､

GAMと推定される揺動､ NBIプラズマにおいてはAlfv6n固有モードなど様々な

特定周波数の揺動がある｡揺動は粒子･熱輸送に密接に関連しており､どの場所で

どの周波数でどのくらいの大きさを持っているかを精密に計測できることは､プ

ラズマの振る舞いを理解する上で重要である｡そこで､第5章で考案した局所密

度揺動強度分布の再構成法を発展させ､局所密度揺動スペクトルの再構成を行う｡

周波数分解するために､式(4･6)をフーリエ変換する｡式(4.6)を再び示すと､

(T12(p*))E - (E2(p*))E

-2
(i(p.)i(pl))ESl (pl)wl (pl)dpl

･ /ill

･現

(i(pl)E(p'1))ESl (pl)Sl (pl1 )wl (pl )wl (pl1 )dpldp'l

(E(p2)i(pち))ES2 (p2)S2 (p',)W2 (p2)W2 (p',)dp｡dp'2

I 211/2 (i(pl)E(p2))ESl (pl)S2 (p2)wl (pl)W2(p2)dpldp2

(6.1)

-2
(i(p. )i(p2))ES2 (p2)W2 (p2)dp2
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77(p)およびE(p)にフーリエ変換を適用する｡

77(p,i) -

E(p,i) -

工

Fn
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77f(p, W)elUtdLJ　　　　　　(6.2)

Ef(p, LJ)elWtd【J　　　　　　(6.3)

ここで､ 77f(p,U)およびEf(p,LU) Gj:それぞれ77(p,i)およびE(p,i)の複素フーリエ成

分である.まず､式(6.1)左辺および右辺第-項をフーリエ変換すると､

(72(p･))E -妄蔦(Fqf(p"W)[2)Edu　　(6･4)

(紬))E -妄書くl抽･u"Edu　　(6･5)

となる｡次に式(6･1)第二項に式(6.3)を代入すると､

-2

Jl (i(p.)E(pl))ESl (pl)wl (pl)dpl

;/:Jl (Ef'(p" u)Ef(pl , LJ))ESl (pl)wl (pl)dpldLJ　(6.6)

第3項以降も同様にしてフーリエ変換できるoすると式(6.1)は､

(lTlf(p*, W)l2)EdLJ

工 (ref(p*, W)l2)EdLJ

- 2rJl
I 2rJl

(EE+ (p" W)Ef(pl , W))ESl (pl )wl (pl )dpldu

(ef'(p* , W)Ef(p2, LJ))ES2 (pl)W2 (p2)dp2dLJ

I rJjl

･ ruJ2

(Ef'(pl , U)Ef(pi , LJ))ESl (pl)Sl (p'1)wl (pl)wl (p'1)dpldp'ldu

(Ef'(p2 , W)Ef(p',, W))ES2 (p2)S2 (p;)W2 (p2)W2(p;)dp2dp',dw

I 21三/112 (EI (pl , LU)Ef(p2 , LJ))ESl (pl )S2 (p2)wl (pl )W2 (p2)dpldp2dLJ

(6.7)
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となる｡両辺を比較し､フーリエ周波数成分ごとに分解すると

(F77f(p" u)l2)E

- (IEf(p*,U)l2)E

-211

-2Ll

(Ef'(p" LJ)Ef(pl , W))ESl (pl)wl (pl)dpl

(Ef'(p" W)Ef(p2 , LJ))ES2 (pl)W2 (p2)dp2

･ Ljl

十LJ2

(Ef+ (pl , W)Ef(pll , U))ESl (pl)Sl (p'1)wl (pl)wl (pi)dpldp'1

(Ef'(p2 , u)Ef(p; , LJ))ES2 (p2)S2 (p',)W2 (p2)W2 (p'2)dp2dp',

I 2/ll, (Ef'(pl , U)Ef(p2, W))ESl (pl)S2 (p2)wl (pl)W2(p2)dpldp2
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(6.8)

が成立するo　ここで､

(EI(pa,LJ)Ef(pb,LJ))E　- lEf(pa,W)‖EE(pb,W)I

x7(紬a),E(pb),W)cosy(i(pa),e(pb),LJ) (6.9)

a　- 1,2,a-1,2

ここで､ 7(i(pt),E(pj),W)およびcosp(E(p.),Eh),LJ)は周波数LJにおける局所密

度揺動間のコヒ-レンスおよび位相差であるo各周波数成分の相関長Ic(pa,pb,LU)

をコヒ-レンスより以下のように定義する｡

exp (-叢霊) -7(紘)伽,W, - '5g('ppaa,･uw書記,誌だちぎ(6･10'

したがって､式(6.1)はフーリエ周波数成分に分解でき､周波数ごとに局所密度揺

動の推定することができる｡ Table 6.1に全揺動成分とフーリエ周波数成分との対

応を示す｡これにより､局所密度揺動スペクトルを再構成することができる｡
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量 ��9v�:��ﾉZ｢�フーリエ周波数成分 

検出ビーム電流揺動 都r����71f(P,u) 

局所密度揺動 燃����Ef(P,W) 

相関特性 �"���ﾇ�"��7(Pa,Pb,u) 

局所的な相関長 免2���ﾇ�"��lc(pa,pb,W) 
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Table 6.1:全揺動成分とフーリエ周波数成分の対応0

6.2　揺らぎの相関への経路積分効果

各周波数成分の相関&lc(pa,pb,LJ)を求めるためには､式(6.10)を解く必要があ

るが､実際に計測される量は局所密度揺動でなく､検出ビーム電流揺動である｡そ

こで､全揺動成分で行ったのと同様に､周波数成分ごとの相関長lc(pa,pb,U)を検

出ビ-ム電流揺動間のコヒ-レンスを用いて次式のように近似して求める｡

- (一叢霊) ～7(-(pb,･W, ≡ '諾('ppaa,･uW,'Efq'悪霊',;■. (6･11'

この近似式より求めた相関長を用いて局所密度揺動の再構成を行うと､低周波領

域において揺動強度が負に発散してしまい正常に終了しない場合がある｡

低周波領域で再構成が正常終了しない原因として､式(6.ll)の近似および位相

情報を考慮に入れていないことが挙げられる｡式(6.ll)は､相関長に対する経路

積分効果を無視することによる近似である｡そこで､相関長に対する経路積分効

果について考える｡ 3点でイオン化するビームはFig. 5.1に示すように､一次ビー

ムはイオン化点付近まで同じ軌道､二次ビームも3点のイオン化点が近接してい

るのでほぼ同じ軌道を通る｡そのため空間2点でイオン化する軌道の検出ビーム

電流揺動は､経路積分効果によりほぼ同じ揺動情報をみ､検出ビーム電流揺動間

のコヒ-レンスは局所密度揺動間よりも大きく評価される｡そのため､局所的な

相関長が長く見積もられる可能性がある｡

空間2点(a,b)でイオン化する検出ビーム電流揺動の複素フーリエ成分はそれ
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ぞ猿,, uw,,

- Ef(pa,WトI.1 Ef(pl)Sl(pl)dpl - It, Ef(pl,LJ)S2(pl)dpl

- Ef(pb,U) - Ill Eb(pl,LJ)Sl(pl)dpl - J12 Ef(p2,U)S2(p2)dp2
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(6･12)

とあらわされる｡これより検出ビーム電流揺動間の相互相関関数のアンサンブル

平均のフーリエ成分は､

(nf'(pa,W)TIT(pb,LJ))E - (Ef'(pa,LJ)Ef(pb,W))E + β2(Ef(pa,LJ),Ef(pb,U)) (6.13)

と書ける｡ここで､ β2(Ef(pa,U),Ef(pb,U))は経路積分項であり､

β2(Ef(pa, LJ), Ef(pb, W)) -

-i

IL

- /...

-i

(Ef'(pa , W)Ef(plb, U) )ESl (plb)wュb(plb)dplb

(Ef'(pb, LJ)Ef(pュa, W))ESl (plo)wla(pla)dpla

(Ef'(pa, W)Ef(p2b, LJ))ES2 (p2b)W2b(p2b)dp2b

(Ef'(pb, LJ)Ef(p2a, U))ES2 (p2a)W2a (p2a)dp24

･ /i,18

･丑,28

I /i.,a

･ //lb,,a

(Ef'(pla , u)Ef(plb, W))ESl (pla)Sl (plb)wla (plc)wlb(plb)dpladplb

(EE'(p2a , LJ)Ef(p恥U))ES2 (pea)Sl (p2b)W2a (p2a)W2b(p2b)dp2adp2b

(Ef+ (pla, W)EE(p2b, U))ESl (pla)S2 (p2b)wla (pla)W2b(p2b)dpladp2b

(Ef'(plb, u)EE (p2a, LJ))ESl (plb)S2 (p2a)wュb(plb)W2a(p2a)dplbdp24

(6.14)

とあらわされる｡よって､式(6･10)および式(6･13)より､空間2点(a,b)の局所密

度揺動間の相関長のフ-リエ周波数成分は

e串(#) 2] - `m''pa･ U'篭(up'a',Eu茄.Ef2('pEbL,'3,, W'･ "pb･ U') (6･15,

より求めることができる｡式(6.15)にはEが含まれており､正確な相関長を求め

るためには､前述の再構成ルーチンが終了するごとに､相関長についても逐次近
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似法により見積もる方法が考えられる｡つまり逐次近似の0回目の相関長を

ex車(譜浩)2] ≡

また､ k回目の相関長を

ex車(諾碧霊) 2]

(77E(pa, U)77f(pb, W))E - β2(77f(pa, W), 17f(pb, LJ))
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r77f(pa, LJ)I l77f(pb, u)F

≡(nf(pa,W)nf(pb･W))E - β2(Ef,A-1(pa･W),Ef,A-1(pv,LJ))

FEf,k-1(pa, u)‖EE,All(pb, LJ)l

(6.17)

と定義し､ IIc,k-l｡,kVIc,A ≪ 1となる時､逐次近似を終了させるというものであ

る｡ここでは計算時間の制限から相関長を式(6.17)で近似し補正する｡ただし､

式(6･17)の左辺が1を超えた場合は､式(6.ll)で求めた相関長を用いる｡この補

正は相関長を実際の局所密度揺動間の相関長よりも短く見積もる可能性があるこ

とに注意しておく｡ Fig･ 6･1(a)および(b)に補正前と補正後の相関長の径方向分

布を､低密度ECHプラズマ(ne ～4･5 × 1018m~3)について行なった例をFig. 6.1

示す｡補正前の相関長は低周波においてr/a ～ 0.85で最大値(規格化小半径長さ

で0･2程度)をとり､プラズマ内部まで長い相関長を保っている(Fig, 6.1(a))｡一

方､補正後の相関長は低周波においてほぼ同じ位置で最大値を取るが､全域で短

く､特に経路積分効果が強く影響するプラズマ内部で補正前より短く評価される

(Fig･ 6･1(b))0

6.3　局所スペクトルの導出

前節の補正法から相関長を求め､局所密度揺動スペクトルの再構成を行なう｡

Fig･ 6･3にFig. 5.6に示した低密度および高密度ECHプラズマについて検出ビー

ム電流揺動と局所揺動のスペクトルをそれぞれ青および緑線で示す｡また､同時に

4･4節で定義した局所密度揺動から検出ビーム電流揺動-の歪み率D旭tを赤点線で

示す｡ Fig. 6.3(a)より低密度プラズマ毎～ 4.7× 1018m-3程度のECHプラズマの
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0･0　　0･2　　0･4 r/a O･6　　0･8　　1･O

Fig 6.1‥周波数分解した相関長の径方向分札(a)検出ビーム電流のコヒ-レンスのみか

ら求めた相関長､ (ち)経路積分効果を考慮し､補正を行なった相関長｡
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径方向位置p - 0.23において､歪み率D旭tが10%以下で局所密度揺動と検出ビー

ム電流揺動が近似できると仮定すれば､ 15kH2;以上では検出ビーム電流揺動スペク

トルを局所密度揺動スペクトルと近似できる｡一方､ 15kH2;以下では検出ビーム電

流が局所密度揺動に対して最大30%程度大きく評価されている｡ Fig. 6.3(b)より径

方向位置p - 0.73では全周波数帯で検出ビーム電流揺動スペクトルを局所密度揺

動スペクトルと近似することができる｡一方､高密度プラズマ転～9.5×1018m-3

において､ Fig･ 6.3(d)より径方向位置β- 0.73では検出ビーム電流揺動スペクトル

を局所密度揺動スペクトルとほぼ全周波数帯で近似できるが､径方向位置β - 0.23

においては局所密度揺動スペクトルに対して検出ビーム電流揺動スペクトルは大

きく変化している｡低周波では検出ビーム電流揺動は局所密度揺動の最大55%程

度増加している｡また周波数が高くなるにつれて､局所密度揺動と検出ビーム電

流揺動の差は小さくなっている｡これは相関長が高周波になるにつれて短くなる

ためである｡
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(a)
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Fig6.2=低密度領域:4.7× 1018　m~3における検出ビーム電流揺動と局所密度揺動スペク

トル｡ (a)〟- 0･23､ (b)〟-0･73｡
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Fig 6.3:高密度領域=9.5 × 1018　m~3領域における､検出ビーム電流揺動と局所密度揺動

スペクトル｡ (a)p-0,23､ (b)p-0.730
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第7章　展望とまとめ

7.1　局所的揺動の性質

一般的に揺動を特徴付ける量として強度､オートパワースペクトルおよび自己

相関時間などがある｡また､空間2点間より揺動の空間構造を特徴付ける量とし

てクロスパワースペクトル､相互相関時間､相関およびコヒ-レンス､および位相

差などがある｡さらに近年､確率密度関数などを用いた統計的な手法による解析

も行われている｡プラズマ中の揺動においては､密度揺動と電位揺動の関係をあ

らわすボルツマン関係の係数も揺動の性質を特徴付ける量のひとつである｡ここ

では､ボルツマン関係とコヒ-レンスから求めた相関長の分布を例にとり､ HIBP

計測において経路積分効果を考慮した解析結果について示す｡

i)ボルツマン関係の評価

式(3･5)に示したボルツマン関係の係数αは乱流揺動の性質を示す｡ Fig. 7.1(a)

に､低密度プラズマ(ne ～ 5 × 1018m-3)の揺動分布を示したFig. 3.9より求めた

ボルツマン関係を示す｡横軸は電位揺動e64･/Te､縦軸は密度揺動6ne/ne - Eとし

て検出ビーム電流揺動SZd/Zd - 77を想定している｡これは､ HIBP計測において

経路積分効果を考慮しない場合のボルツマン関係を示している｡プラズマを径方

向に中心0<r/a<013､中間0.3<r/a<0.6および周辺p>0.6の3つの領域に

分け､ボルツマン関係を調べる｡

Fig. 7.1(a)中の赤､緑および青点はそれぞれ中心､中間および周辺の領域におけ

る点である｡原点とそれぞれの点を結ぶ直線の傾きがボルツマン関係の係数αと
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Fig7･1:ボルツマン関係｡赤､緑および青点と線はそれぞれo < r/a < 0.3､ 0.3 < r/a < 0.6

およびp > 0.6における規格化電位揺動に対する規格化密度揺動の実験点とフィッティン

グ線である｡ (a)中心､中程および外側のフィッティング線の比例係数はそれぞれ4.9､ 3.2

および1･2である｡ (b)修正後は3.7､ 2.8および1.3である｡
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なる｡エラーバーを考慮に入れて最小二乗法により各領域の平均的なαを求めたo

中心､中間および周辺領域においてそれぞれα～4.9､ 3.2および1.2となった｡係

数αは中心領域で非常に大きな値となり､また周辺ほど小さくなる傾向があった｡

これまで述べてきたように､実際には77は経路積分効果の影響を受ける｡元言-

5 × 1018m~3のECHプラズマにおける典型的な経路積分効果の影響として､ Fig.

5･6(a)の検出ビーム電流揺動,1と局所密度揺動Eの分布を考える｡ Fig. 5.6(a)の17

のフィッティング曲線およびEから歪み率Distの分布を求める. D出と17より､次

式のようにEを求めることができるo

E-瓦岩･　　　　(7･1)

求めたDほt分布を多項式により関数化し､ Fig. 7.1(a)の各実験点に検出ビーム

電流揺動の各実験点に式(7.1)を適用することで77をEに変換する.これにより求

めた補正したボルツマン関係をFig. 7.1(b)に示す｡横軸はe6¢/Te､縦軸はEであ

る｡各点の色の違いはFig･ 7･1(a)と同様にプラズマの径方向領域の違いである｡

中心､中間および周辺領域においてそれぞれα～3.7､ 2.8および1.3となったo経

路積分効果が大きい中心領域でαが大きく変わる｡このため､ HIBPの密度揺動計

測において､経路積分効果を考慮することも重要である｡

ii)相関長の2次元グラフ

Fig･ 6･1に示した相関長のイメージマップを､ Fig. 7.2に各周波数ごとに示す｡

青および赤線はそれぞれ検出ビーム電流揺動から近似した相関長および経路積分

効果を考慮し補正した相関長である｡全周波数において補正前の相関長は周辺か

ら中心部に向かって短くなるものの､中心部でも有限の長さを持っている｡それ

に対して､補正後の相関長は中心部で極めて短く見積もられた｡特にこの傾向は

低周波領域で顕著である｡これより､中心領域では数kH以下の揺動は殆ど存在せ

ず､数10kH2:以上の揺動が支配的である可能性がある｡正確な測定を行うために
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Fig 7･2:補正前後の相関長の分れ青および赤線はそれぞれ検出ビーム電流揺動から近似

した相関長および経路積分効果を考慮し補正した相関長である｡



第7章　展望とまとめ 94

は他の計測器との相互照合と共に､経路積分効果を考慮することは重要である｡

7.2　経路積分効果の推定法の応用

ビームプローブ法は大きく分けて2つの方式がある｡ひとつは､プラズマ中に

ビームを入射し､プラズマ中で電離したのち､プラズマの外に出てきたビームを検

出するHIBP型の方式である｡ HIBP型はこれまで述べてきたように､密度揺動お

よび電位揺動を同時計測することができる｡もうひとつビームプローブ法は､入

射ビームとプラズマとの相互作用から生じる電磁波を計測するBES型(ビーム放

射分光法(BES)やリチウム･ビーム･プローブ法(LiBP)など)であるo BES型で

は電位揺動は計測できず､密度揺動のみの計測となる｡しかし､ HIBP型と同様に

BES型においても､ビームの減衰による経路積分効果が存在する｡本研究で行っ

た経路積分効果の推定法はHIBP型に限らず､ BES型にも応用することができるo

ペンシルビームを用いたBES型の密度揺動計測について簡単に述べる｡ BES型

におけるビーム輝線強度Iem(r.)は､入射時のビームの粒子密度nb,0､サンプル体

積におけるビームの密度nb(r.)､プラズマの密度ne(r.)および実効的な励起速度

係数(qemv,)effとすると､

Iem(r*) - kne (r.) (JemV,)cffnb (r.)　　　　　　　(7.2)

nb(r･) - nb･O eXP (- Lne(r)毎禁dl)　(7･3)

と書ける｡ kは比例係数である｡式(7.2)の変分をとると､

6Zem(r*) -　k6ne(r*)(qemvr)effnb,0 eXp

(- /ne(r)響dz)

･kne(r･)(qe-vr)e帥b･O eXP仁Jne(r)響dl) (- 16nc(r)毎禁dl)

(7.4)
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となる｡式(7.4)を式(7.2)で割ると､

些哀史_　空竺三廻
Zem (r*)　　ne(r. )

- JI:'7L:; ''. Lr':㍗:.｡I
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- "r･) - L則禦dl　　(7･5)

となるo式(7･5)右辺は､ HIBPの検出ビーム電流揺動をあらわす式(3.2)右辺にお

ける二次ビームの減衰項がない形になっている｡ビーム輝線強度揺動を求めるた

めに､式(7.5)を2乗し､アンサンブル平均を取ると､

( ㍗∴:守
- E2(,.)

- 2 I(Eh)"r))E些票迦dl

I 〟(拍)EV))E禦禦dldl′

(7.6)

となるo式(7･6)右辺は､二次ビームに関連する項がないだけで式(4.6)と同様に

遮蔽項と積算項によってあらわされる｡ BES型においてプラズマ周辺部から多視

点計測を行うことで､式(4･6)から局所密度揺動Eを求めたように､式(7.6)をEに

ついて解くことができる｡したがって計測ビームを用いた揺動計測において､本

研究で行った､計測量(検出ビーム電流や検出放射光)の揺動をあらわす積分方程

式を解く､という手法によって､精密な密度揺動を推定することができる｡さら

に､ビームプローブ法に限らず､干渉計測や散乱計測においても､レーザーとプ

ラズマとの相互作用による減衰､発光により計測するため､この手法は応用する

ことができる｡

しばしば､高温プラズマ内部の電位揺動に比べて多くの計測手法が開発されて

いる密度揺動から異常輸送の大きさ定性的に評価する場合がある｡プラズマ中の

揺動による磁力線を横切る粒子輸送(異常輸送)r且ucは､ rauc - (6n.6E)E/B -

Ioc%(LJ)lSne(LU)‖坤(U)F sing(LJ)/B dwと書ける｡ボルツマン関係式(3.5)より､異

常輸送の最大値rauc,mはは､ r丘uc,m弧- I.b也告』把恵dwと見積もることがで

きる｡もし､経路積分効果がある計測法を用いて､密度揺動のみから異常輸送を

評価する場合､前述の積分方程式を解く再構成法を用いる必要がある｡
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7.3　まとめ

本研究では､ HIBPによるトロイダルプラズマの中心部を含む計測をCHS装置

にて行い､電子密度揺動と電位揺動の全半径にわたる計測に成功した｡また､密

度揺動に伴う経路積分効果を補正した局所的な密度揺動を推定することで､より

正確な密度揺動分布を評価することに成功した｡この結果は､ HIBPの潜在能力を

実証し､将来のプラズマの輸送と揺動の研究の基礎となる協力かつ精密な計測法

を提示した｡以下に､本研究の成果を纏める｡

i)密度揺動と電位揺動の同時計測(第3章)

HIBPでは一般に､電子密度揺動に比べ電位揺動を計測するためには､より大き

なビーム電流が必要となる｡従来のCHS ･ HIBPは市販のイオン源を用いており､

これによる検出ビーム電流が100nA程度であり､ CHSプラズマの電位揺動計測に

は不十分であった｡本研究では､イオン源を自作改良し､検出ビーム電流が最大

2FLA程度と電位揺動計測に十分なビーム電流を得ることに成功した｡これにより､

従来の密度揺動のみの計測から密度および電位揺動の同時計測に発展させた｡そ

の結果､全半径領域にわたる同時計測に成功し､密度および電位揺動分布を得たo

ii)経路積分効果一連蔽効果と萌芽効果- (第4章)

観測した密度揺動(検出ビーム電流揺動)から局所密度揺動の値を評価するため

に､観測値と局所揺動の関係を示す積分方程式を導いた｡この方程式を系統的に

考察し､経路積分効果を､観測される揺動が実際よりも過小評価させる遮蔽効果

と､軌道上の揺動が局所揺動に加算され､過大評価させる積算効果の2種類に分

類した｡

それぞれの効果から揺動計測における経路積分効果の指標となる経路積分係数

ぐを定義し､電子密度と電子温度依存性を示したo CHSの標準配位において電子
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温度が1keVの時､セシウムおよびルビジウムビームを用いた場合に経路積分係数

( - 1､すなわち観測値に含まれる局所情報は約50%程度と予想されるの電子密度

は､それぞれ1.1 × 1019m~3および1.7× 1019m~3であった｡

iii)局所密度横軸強度分布の推定(第5章)

観測値と局所揺動の関係を示す積分方程式は､相関特性が与えられれば､解く

ことができる｡本研究では近接3点の同時計測から揺動の相関特性を評価するこ

とで､局所的な密度揺動分布を評価した｡その結果､周辺領域では遮蔽効果､一

方､中心･部分では積算効果が支配的であることが示された.特に中心および中間

領域での経路積分効果の影響は大きく､ ECHプラズマにおいてセシウムビームを

用いた時､電子密度が4.7 × 1018m~3の場合でも観測値の4割程度､電子密度が

4.7 × 1018m-3の場合では7割程度もある事が示された｡

iV)局所密度揺動スペクトルの推定(第6辛)

iii)の方法を密度揺動スペクトルに拡張し､局所的な密度揺動スペクトルの評価

を行った｡この課程において､周波数ごとの相関特性(コヒ-レンス)に対して経路

積分効果の補正を行った｡経路積分効果は低周波で大きく､高周波では小さかった｡

Ⅴ)密度精勤と電位揺動の分布に関するする知見

分布計測の結果､ ECHプラズマ､ 5 × 1018m3検出ビーム電流揺動および電位揺

動の大きさは､それぞれ中心付近で1 -4%程度および2%以下､周辺付近で両者

とも急激に増加し､ LCFS付近では20%程度あった.また､経路積分効果を除いて

も､密度揺動と電位揺動の比､ (6n/ff)/(e64/Tc)の値が周辺に向かって減少する傾

向があることが示された｡周辺に向かうにしたがって特性長が長くなる傾向があ

るなど､プラズマの揺動の全域的な特性に関する初歩的な結果を得た｡
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付録A　平行平板エネルギー分析器

理想的な平行平板エネルギー分析器を使う事で検出ビームエネルギーWdは次

式のようにあらわされる(Fig. 2.12)｡

wd - qyA 〈G(OI･α,.F(OI,α)普).　(All,

ここで､ βⅠおよびαはそれぞれエネルギー分析器-の垂直および水平(トロイダ

ル)方向の入射角､ △idはスプリットプレート上の検出ビーム電流の上下の差で､

△id -もuppe, - id.wn

とあらわされ､ VAは上部電極に印加する電圧である｡また､

a(Ol, a)
XDtanOI - YD

4dsin2 0I COS2 α

(A.2)

(A.3)

は利得関数で､ 2次ビームがスプリット･プレートの中心に届くときの､ 1次ビー

ムの加速電圧とエネルギー分析器に印加する電圧VAの比となるoすなわち､

WL - qBVAG(OI,α) (A.4)

の関係がある｡ここで､ XDはスリットとスプリット･プレート間の水平距離､ yD

はスリットと平行平板下部電極間と平行平板下部電極とスプリット･プレート間

の垂直距離(yDlとYD2)の和YD -YDl+YD2である｡また､

F(0Ⅰ, α)
W(sined + Cos Od taneI)

8dsin2 0l COS2 α
(A.5)

は検出器上におけるビームの上下方向のずれ感度をあらわす関数である｡ここで､

edは平行平板の水平面に対するスリットの設置角である｡関数G(Ol,α)はX, -
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3ヽ乃yDかつOl - 300の時､ ∂G(01,α)/∂0Ⅰ - ∂2G(Ol,α)/aOI2 - 0を満たし､ビー

ムの入射角βⅠに対して2次の焦点精度を持つことが知られている｡このことから

CHSではβ1-300､またβd-600､ α-Ooとなるようにエネルギー分析器を設置

している｡また､スリットの高さW-3mm､平行平板間の幅d=75mmである｡

この時､関数F(OI,α)は､

F(300,00) - A ～ 2･3 x lO12　　　(A16)

となる｡しかし､実際の平行平板エネルギー分析器はビームの出入射口があるた

めに､ドリフト･スペースへの電場の浸透があり､理想的な関数F(OI,α)の値が異

なり､個々のエネルギー分析器について較正が必要である[67,68】｡ CHSのエネル

ギー分析器の場合､較正後F(300,00) ～2.1 × 10~2となっている｡

CHSの標準配位(磁気軸=92.1cm､平均磁場強度:0.88T)において､セシウムビー

ムを用いた時､ VA - 14･7kVなので､エネルギー分析器の計測範囲は､式(2.4)お

よび式(2･5)より､

め -聖二些= 2VAF(30｡,Oo) ～ 630[V]
e

(A.7)

の2倍､つまり約1.3kVとなる｡

また､セシウムの原子量132.91に対して､ルビジウムの原子量は85.47であるo

ルビジウムビームを用いる場合､式(2.1)より､入射ビームエネルギーは質量比分､

約1.56倍必要となるoこれに伴って､エネルギー分析暑削こ印加する電圧VAも1.56

倍となる｡したがって､ CHSの標準配位においてルビジウムビームを用いると､

式(A･7)より､測定範囲はセシウムビームを用いる場合に比べて1.56倍の約2kV

に広がるoしかし､ ADCの分解能(ビット数)を変えない限り､エネルギー分解能

はセシウムよりも劣る｡
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付録B　離散フーリエ変換

B.1　離散フーリエ変換

離散フーリエ変換(Discrete Fotlrier TlanBform, DFT)について､参考文献[66]

に基づいて解説する｡

時系列データX(i)のフーリエ変換をX(I)とすると､

X(I) - I(i)e一叫tdt

I(i) - FJ(F)e卿d′

であり､その逆変換は､

(B･1)

(B･2)

である.実験で得られる時系列データは､ N個の離散データ∬(i) (i - 0,1,2,- ,N-

1)であり､この離散データをフーリエ変換Sるには､式(B.1)を有限個に離散化す

る必要がある｡データ切り出し時間(時間窓)をTとすると､時間分解能△tおよ

び周波数分解能△Jは､

△t - T/N

△7- 1/〟

となり､時間tと周波数fは､

t-j△i-jT/N (j=0,1,2,- ,N-1)　　　　(B･5)

f-kAf-k/N (k-0,1,2,･.･ ,N/2)　　　　　(B.6)
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となる｡そこで式(B･1)および式(B.2)において､ dtJ△tおよびdfう△fとす

ると離散フーリエ変換および逆変換は､

r山←il

x(k) - ∑

)'=O

N-1

-∑
)'-0

E･1両

局
たFE･]

t;紹

F
geS∫[

pXeSJ

(k-0,1,2,.
Nll

I(i) - ∑X(k)exp

k=0

N-1

- ∑X(k)exp

k=0

I.!/･

]

<･5-i /…
二.Hu 1,

1一Ⅳ

局
た一El

t<紹

■l

1万何周
紹

[

(B･7)

(B.8)

(i-0,1,2,.･･,N-1)

となる｡離散的な周期信号のフーリエ変換は､同じく周期的であり､出力領域の

最初の0≦k≦N/2には正の周波数スペクトル､次のN/2+1≦k≦N-1には

負の周波数スペクトルがあらわれる｡一般に時系列データにおいて､負の周波数

スペクトルは意味がないので､周波数才の最大値はⅣ-1ではなく〃/2とする｡

ここで､ k-N/2､すなわち､ fN　- N/(2T) - 1/(2△申まナイキスト周波数

(Nyquist Ftequency)と呼ばれる.一方､空間データにおけるフーリエ変換は､そ

の波数は方向を持っているので､負の周波数成分も必要となる｡ちなみに､負の

周波数におけるフーリエ変換はX(i)が実関数であることと式(B.1)より､

X(-I) -工 I(i)e叫t - X'(I)　　　　　　(B.9)

となる｡ただし､ *は複素共役をあらわす｡

B.2　リンケイジ誤差

DFTは無限の時間関数37(i)を有限で打ち切り､時間窓T内の振動が周期的に

無限に繰り返されていることを仮定している.したがって､実際の信号が周期T
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で繰り返されなければ､ DFTの結果は誤差を含んむ｡この誤差をリンケイジ誤差

(Linkage Error)と呼ぶ. Fig･ B･1にsin波X(i)をDFTで変換した例を示す｡図左

の塗りつぶしの部分は､時間窓Tで測定した波形を示し､ DFTはこの波形が無限

に繰り返すことを想定している. Fig. B.1(a)はX(i)の周期と時間窓Tが一致して

いるため､ DFTで想定している波形と実際の波形がリンケイジ誤差を生じない0

したがって､右に示した周波数スペクトルは単一周波数f.のみの振幅を持つo一

方､ Fig. B.1(b)では､同じsin波であるが､左右の中心で不連続点を持ち､ DFT

で想定した波形と実際の波形が一致しないため､大きなリンケイジ誤差を生じる｡

周波数スペクトルは周波数foの周りに見かけ上のいくつかの測帯波を持ったよう

に見える｡

測定波形　繰返された波形

令.. ��

htlL^Il--.准iArr.:^漉-. 募裝��唯�

Vtr.Ⅴ車.VV:甘.-I 鋲eeeeb�

'C)三EZE

ウインドウ

▲▲▲▲▲ ��8�8�8�2��
▼▼T▼ 

スペクトル

藁ロコ
f.周波数

FigB.1:リンケイジ誤差｡

このリンケイジ誤差を防ぐためには､波形X(i)を繰り返した時に､時間窓の両

端で波形X(i)が滑らかに変化するように波形を成型する.このため､測定したデー
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タに適当な窓関数を掛けて､ DFT演算を行う｡ Fig. B.1(C)に適用した窓関数を

X(i)に適用した例をFig. B.1(d)に示す.すると､リンケイジ誤差が窓関数を用い

ない場合よりも小さくなる｡本研究では､ Fig･ B･2に示した時間窓の両端1/10が

cosine型をした窓関数を用いた｡この結果､リンケイジ誤差は小さくなるが､周波

数スペクトルも抑えられてしまう｡そのため､窓関数に窓関数の面積の逆数を掛

けてDFTに適用した｡

uO!PunLJVLOPu!≧r

0　0.1T

Time
0.9T T

FigB･2:本研究で用いたCos型の窓関数｡両端1/10がcos関数である｡

B.3　自己相関関数とオートパワースペクトル

揺動X(i)の周期性を調べるには､周期の整数倍だけ時間軸をずらしたデータを

下のデータと比較すればよい｡ここでT時間隔たった2つの変動の積の平均値で
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定義される統計的関数､自己相関関数を用いる｡自己相関関数C(T)は､

C(T) -　X(i)X(i+T)

- Tliiei LTx(i)X(t･T)dt
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(B.10)

である｡この自己相関関数をフーリエ変換することで自己相関のスペクトル､す

なわちオートパワースペクトルを得る｡

P(I) - Fn a(T) e-i2"ftdT

このオー＼トパワースペクトルは､時系列データのフーリエ変換より､

p(I) - Tlimn

と定義される｡

(B･11)

(B･12)

B.4　相互相関関数とクロスパワースペクトル

自己相関関数とオートパワースペクトルはただ1つの信号だけを考えていた｡こ

こでは､これらを拡張し､ 2つの信号の相関､すなわち相互相関関数とクロスパ

ワースペクトルについて示す｡相互相関関数は次のように定義される｡

CEy(T) -　X(i)y(i+T)

- TuimnTx(i)y(i ･ T)dt
クロスパワースペクトルは､オートパワースペクトルと同様に､

p(I) - /_:cDy(T)e-i2qftdT

hm
T一(X)

Y(I)X'(I)

(B･13)

と定義される｡
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B.5　コヒ-レンスとフェイズ
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クロスパワースペクトルは一般に複素数であるので､その扱いが不便である｡そ

こで､コヒ-レンスとフェイズを導入する｡ Fig. B.3に､複素平面上におけるク

ロスパワースペクトルの例を示す｡まず､クロスパワースペクトルの実部と虚部

に分けてあらわすと､

Sry(I) - KEy(I) - iQXy(I) ･(B.16)

となり､ Key(I)をコスペクトル､ Qcy(I)をクオドラチヤスペクトルと呼革コヒ-

レンスcoh2(JHま､

coh2(∫) -
JScy(I)l KBy(I) + QSy(I)

Sca (I)Syy (I)　Sm (I)Syy (I)
(B.17)

と定義される｡ここでSCC(I)およびSyy(I)はそれぞれX(i)およびy(i)のオート

パワースペクトルである｡フェイズvarphicy(I)は､

pcy(I) -　tan~1

-　恥(I)-py(I)

とあらわされ､ X(I)とY(I)の位相角の差を示している｡

(B･18)

FigB･3‥クロススペクトルSEy(I)､コスペクトルKxy()f､クオドラチャスペクトルQcy(I)

およびフェイズpDy(I)



106

付録C　無限小相関近似を用いた再

構成

局所密度揺動を再構成するには式(4.6)の積分方程式を局所密度揺動Eについて

解く必要がある｡そのためには検出ビーム電流揺動叩､ 2点間の相関および位相差､

電子密度および電子温度の径方向分布が必要となる.検出ビーム電流揺動11は検

出ビーム電流の増強により計測可能となっており､また2点間の相関および位相

差については前節より見積もることができる｡電子密度および電子温度について

はThomson散乱計測等によって得られる｡式(4.6)は二重積分を含む方程式であ

るため､経路積分効果の除去の概算としてまず6関数を用いた式(4.9)をEについ

て解く｡

積分方程式を数値的に解くために逐次近似法を用いた｡初期条件として局所密

度揺動強度を検出ビーム電流揺動強度とした｡すなわちk回目の積分方程式は､

Eo2(p) -　712(p)

E岩(p*) - r72(p*) + 2Sc(p.)Ek2_1(p.)

- /1 Elll'pl)Lc'pl_'S12'pl'dp1 - 12 E2-1'p2'Lc'p2)S22'p2'dp2

となる｡次にk回目とk-1回目の揺動強度の径方向分布の差を計算する｡

60 - /72(p)dp

-:-: - :i(El(p) - E蓋_1(p))dp

(C.1)

(C.2)

もし､ 6kが6k_1より小さければ､ k+1回目の逐次近似に進む｡もし､ 6kが6k-1よ
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り大きい時は､ k回目とk-1回目の揺動強度の差を計算する｡

△o(p) - 772(p)

△k-1(p) - Ek2_1(p) - Eh2(p)

そして､ k回目の揺動強度をあらためて次式のように置き換える｡

Ek2(p) - Eh2_1 + α△h_1(p).
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(C.3)

(C.4)

ここで､ αはα<1ならばいくらでもよいが､計算が破綻しないために､この計

算ではα- 1とした｡式(C.4)に式(C.1)に代入する. 6kが6｡に比べて十分に小

さくなった時を逐次近似の終了条件とする｡さらに一回の逐次近似の変位を小さ

くするため､以上の逐次近似を相関長を10分の1ずつ大きくし､最終的に元の相

関長になるまで行う｡以上をチャートにしたものをFig. C.1に示す｡

この逐次近似法を用いて､ Fig. 4.4でシミュレートした検出ビーム電流揺動を局

所密度揺動に戻ることを確認した.なお､逐次近似の終了条件を61+1/6 < 10-6と

すると､仮定した元の局所密度揺動強度と再変換後の局所密度揺動強度の差異は

2.5 × 10~4%以下であり､高い精度で局所密度揺動を求めることができる｡
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Eh2(p.) - 112(p*)

-211

-2

/,

･ lil

･ LJ2

lEk_1(p.) HEk-1(pl) I exp

IEk_1 (p.) ‖Eた11(p2) I exp

lEk_1(pl) I IEk-1(pll) I exp

IEk_1(p2)LIEk_1(pち)I exp

I 2 /lJ, lEk-1(pl)I IEh-1(p2)l exp

(p* - pl)2

2私2

)

)

(pl - Pll)2

2私1′

(p2 - P;)2

2f2C2,21

)

)

(β1 - β2)2

2f2cl,2

51 (β1)dβl

S2 (p2)dp2

Sl (pl)Sl (p'1)dpldpll

S2 (p2)S2 (pl2)dp2dp'2

)
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Sl (pl)S2 (p2)dpldp2

(C.5)

この再構成法は､各経路積分項について､ △関数を用いた式(C.1)よりも､式(C･5)

の方が一つ積分が多いため､計算時間が式(C.1)の二乗程度となる｡

再構成を行う前にFig, 4.4と同じ電子密度､電子温度､局所密度揺動および相

関長の分布を仮定し､検出ビーム電流揺動分布をシミュレートした(Fig. 4.5)｡そ

の結果､ ㍗/α > 0.6では検出ビーム電流揺動強度が局所密度揺動強度よりも小さく

なるがほぼ一致(最大差異:10%)し､ r/a < 0.6では検出ビーム電流揺動強度が最大

125%大きくなった｡この傾向は∂関数を用いた場合(Fig. 4.4)と同様である｡ Fig･

4.5でシミュレートした検出ビーム電流揺動分布は､この指数関数を用いた再構成

法を用いて仮定した元の局所密度揺動分布になることを確認した｡なお､逐次近

似の終了条件を∂叫/♂ < 10~6とすると､仮定した元の局所密度揺動強度と再構成

後の局所密度揺動強度の差異は5 × 10~3%以下であり､高い精度で局所密度揺動を

求めることができる｡
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E)-ブを用いた播動分布

計淵と妊蕗積分効果の評価法の確立伊協提議
軽合研究大学挨大学

畿理科学研究科嬢融合科学専攻

中野　治久

発表内容
･研究書土

･美嚢裏書

･密度捷bおよびt位♯bのR時計JI

･丘落書分効圭の考書

･jEtとまとめ

歯トロイダルプラズマの揺動計測　㊨
く缶JEf■>
･ビ-ム仙分光ZE

･マイクE)JE丘ftt

暮ラングミ17･プローブ

･Tイオンビ-ムプローブ(H l EP)

BES打FTq

<t丘(t4)珪h>
I?ングミユ丁･ブE1-チ

･エミ.Jシフ･プローブ

･H E BP

"　LP lJET]
万/n　~　L■~りC亭/TL.

L r　　　4JII I

Jjl**t* aL F■■･●ry.袖■)

垂T.ー__ _ __李研究の目的　　◎

･H I BPを用いた高温プラズマ全域にわたる

(中心付近まで)密度･電位の乱読播動の同時

測定｡

･軽蕗積分効果を評価し､密度揺動を局所的に

瑞密に求める｡

公Jd*■●　PZ, FtbTtr1 21的
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歯　　閉じ込めと播動　　鯵
くせ脚>

暮1のプラズマの軸nと的じ洲TのtnT大きくすることで.
稚合反応書事書上げる｡

<ト-ラス斐棚じ加方丈>tI;慧蓋㌫慧慧崇芸芸も■

<プラズマの独立>
T　-　　　　Trふ■●■　　　　+　　　TrrJJ

(二棚によ･引■玉)　　欄屯による輸送)

<Jt棚去>

T町がi門かn甲‥書Jh t棚および軸糊の批

tJl ･ t也の同時廿■局所廿■精密tt蜘暮
JJ.湖J:毛*　OZZ. FJELITJLry, 21qP

歯　HJBPによる播勤計測　㊥
くH IPを暮■した主な鼓t>

トカマク:iSX-a,丁∈XT(-U).

JIPP-THu JFト2t

ヘリカル:ATE. TJ-日. CHS. uO

ミラー: GA■■1D

･せZEの乱立(三五7Ftなスペ

クトルを78つ) *■の計Jl.
･書hiよの大きいコヒーレン

トなモードの古土･ t血暮b
のR +ttJ.

r一二IJ,i

H暮8P llSXl]

75　1 EKI　12S

p

母Jl辺村立のみのIIJ.　　之棚分地Jtを書んでいる.

公稚先丑t Oは　FJb'J-I. 28lD shh I
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歯　コンパクト'(SHY)L.システム　㊨
く大きさ>

大半捷:　　　　R=1.0 I

d軸:　　　　A=B. 2 J

rTスぺクト比:　一/暮≡S)

書暮:　　　　　I=2

トl)イダルJI袖t: Fl

t大槻JE:　B=2 7

くプラズマ加拙t>
EtN:　53馳(-SM kY)

101 GHz(-SM kY)

lCH:　7.i IRz(～20tl kI)

NBl:　Ct)-lnJ8CtiQFI

11: ld ktY.∫-1 I

書2: 38 key.～1 ■

歯　HLBPの測定原理(畜産) ㊨
く和>　　　　　　くせJM>

pr - marl, Beam t手書苦が批
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+

oe~
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く♯出ビームt先>

secondar, '･(,J-賢(｡
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ニ≡= ~き〒-:-I
Ptasma 小さければ♯社
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歯　　cHSのHlBP
<叫■>

)
1 J IEnOu¶

′--~　巴

近梓3点同時!T急･.

■叩く- LL Sl一).暮空M (I-i)kFIL

プラズマに与えるtifが少ない.

tJプ5ズマの内+a)tflができる.

BLリ__!__聖の鵬原理(t位) ㊨
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-⑳　/'･

oe A Jm VA
l

巴W'　　＼

LeJ=W,-WIl ‥肝…

･-･L-

一･イー■

･-ZVA鷲(･･･.-I_-tJ

-638増M (-I.刈

歯　同時…のための必要条件　◎
'丁子,+,翳hf lL7..卜, D.)

･84=hm%:鎚く1｡-2 ----ー1.,100 ld

くt位紬>　　t･　桝のCH SのHTI a Pの&出ビームt加

･ボルツマン■4: g=.三言
〝.　r.

･ T.-200lJY). A-1 ; J有=2 m :

2,竺幽_一,.,31｡ ld
J▲

I t位推hftjNは古座捷h計Jよりも大きな検出ビームt充が曲事.

･従来のCHSのH I BPではt包括h計jNはできなかった｡
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歯　イオン源ソケット形状の改良　㊥
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t大■は2JLABL上tE■している.
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藤　樹対象のプラズマの分布　◎
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r11

1J

lJI

-一次ビーム入射

a
占
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歯　　　経蕗積分効果　　　㊥
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＼　<.Pwoedl,.IBT!.jEま

iT
+昔) +3　(低密度)

.②..萱＼･ (暮柑)
l          l

責至言:fL,至芸;j夏b票

ニーrr-- ＼ `J Wl",誤認&,Riv4品㌫iTil詣琵'

それらが計Xする(枚出ビームtaE81の)位相棚へ

のMtシミュレートし7L

公Nl*暮* 012. F-rJry. 2aai)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　sJ.■ ll

整ブ.=買_-蛋,51ト等≡芸'@･<アンサンブル平均の走t>

(Ftp,)紬J)ゝ…FTt紬JHf(pj枇cfb.-p)ttt,, tj)

鷲
く♯出ビームt

q2bI) -

度-.-:. :

紬.ド-局所凍B⑳ /

/｢､｢一.

蒜芸'b,:)嘉レJd.,　ナ②

痩-･ ･ I,,fk)Lck)S:tp2)d･2

6CレJ≡Z JrrLc (Sl(■J+Sユレ.)I

公映*&*　如. FdklrJrY. 7dK)

■● t子温度の依存性
Lc=川帆セシウムビームくプラズマの一汁化>

fレ)　1-　f

LCレ)　→　Le

S.レ)　-　S.

1(-dp.･ 4 -　L

<4*出ビームt洗推血生丘>

vz=(1-6C +t2Lc)i

6｡…2 FTLc(Sl+Sz) ‥ JEtt■

qc =GTrLc(S‡ +Si)L :書書棚

く細分焦k>

r≡6°+qc

Xlt叫ではほぼ一文o T.=1keY■･

大きく文化｡

'5n.ZlDtn-rO …'`

r-0.1 : 0.2×101'm-3

てこ】.o: 1.1×101'm13

公的*8* (OZ. F血IrJTy. I州6)
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番　検出ビームt流播動の数式化　◎
く♯出ビームt兼推h強ま>

£学芸慧柁緋効果
妄'議定ニー2云jL

I I-u

:+∑∑
I_ iTl}L-リ

イオン化宰

¢レ.)fb)ゝ-lf(I.)ll紬,汁(I. , p) = 2細の*Jbの81■鵬

itR先狂*　印l F血r■ry. ZIElE)

歯　　無限小相関近似　　㊨
く丁ンサンプル平均の定暮>

軸. )ft.)ゝ …T.はく州., Hit:竺;).(," ,)

).A 5 E三一二

芸吊:.音読')i:読;rlpr.Jl I〇①

･虹･,

<顎㌻皇tTle%'Fl (..ド-捌

き巨)..紬,)Lcレl)si(pJd･l

8C(pJ≡2 TTL｡(S, bJ+szb'.)):ニ5=言;,4

葺豊嘉iム= ラ: - ､三T=- ;T: +積算効果

歯経路積分効果のシミュレーション◎

AJ OJL M u lJO
rrL

q▲乃一r_

L^旦●ト.rlAJもLTg

が　∬　叩　仲　1.

hdlqUE　　"　　J

<長生>　　　　　　　　　<書出ビーム7LQ態よ分布>

･t手車よ: n.a))　　･ p刈.6 : Ibト紬):暮軌よが書暮

･ t子1よ: T.O))　　　　　　　　　(Jt大32X*少)

･局所奇生瀬Q改正:紬) ･ 0<p<0･6 : ■レ>fレ):t暮脚暮

･相PJt : Lc=10mm　　　　　　　　(t大川忘■加)



付録D　公開発表会資料

対象とするプラズマのパラメータ

ー▲　　川　　u

L^q)'ト.tcILLrtLOL)ど

〇〇　　　〇j BJ OJ O暮　　1 0

T/jL

di書Jl :

平均t手車Jl : 4.7×10T.d~'

中心t子1JE : I.3klY

入力パワー:150kY

t^'d'1.Fu_LolJg

l●r/●OJ u lh

■書Jl :

平均t子密度; 93XIO''lr)

中心t子jL* : I.OkqY

入力パワー: 215kT

JL.tM先&*　C)Z. FdLlrLTy. 10的

歯　　局所紬揺動分布

10

邑8
JZ

旨8
-4

I∋2

Fl　=4･7XIO18 FIla A-f　=,5×】0Ⅶ札-}

T.くo) - 13 klY T.(0) - Ilo bY

0,2　0.4　0.6　0.8 1.0　　40　8･2　4･4　QB u lJD

T/Jl rJa

･暮書Jlの万力側分魚Iのた■が大か､.

･ JIl丸林はBBI分力JLが圧とんどない.　: E一打

･中心付狙士朗分力Jiのお書が大書しヽ : Eくq

公M*t*　02, FIbr[rJ.印gS)
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番　再構成のための積分方程式
く秩出ビームt先端h昔丘>

局所菅産揺動　　　　　　　　謹告≡i分効果

l　･---I---I-I-1･1-･････--･･--I

･Zb瀬叫- 2.EJL,如拙･)lsib･恥　　=遮蔽先果:

舶Lム　桟,EqD,,,紬糾ks･b･PJbJP･.d･j琵-其;
t読経tb

< 2点仰の嶺地の相羽特性>

(紬蜘ノ))E =紬)順レj堰転召
相■

相BAがわかれば､珠分方程式を解ける｡

歯　鯛の獅軍…ま=ar, ㊨
<空PJl 2点のJB肝舌JE推Qの相関Rk>

-･^･-a,-a,託寝言棚
＼こ喜-､＼

く相Mと相BL長>

相■がガウスTq七であると伝たし､

JtI市的な相別4 /Cとすれば.

Ttp..A)Ill

巨樹)
相IL　-　相IAでft書

y暮LL

7　LI　一.E L1 1.I
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象1芸芸術(I.iji毒廟
スペクトルの再構成法

f (rJ

T(A∫ ,A p)三e坤

丁｡(■)

暮J士■♯ :

7t暮AA,-iンが正* l=tTする.

tJJH■■ :

7tfL庇ル-チンが正7RF=特7しない｡

細川Pi分班に".

l

tい先や暮した7PJtへの牡■■分弘1舌*JL.

ll u lA

rJt

㊨歯　相関長0)_攣8831効果(数式)

くれb.～, h)ゝZ-く8,く山E山.)㌔-i hH FJ IfJ r,b- ～

仙ト1,,卸鵬h)ls血)d A-∫,. (FBb･)紬)lsI,h)dA

l 1,. (FTく■･)E)也)ls血)dA-I..丸(←姑(A)ゝS,Th)dA

･凡.. (htA)引..)l s｡叫Sl,b,)dA a ▲

･ R,,,庫b,粗く･,)15.〟,)S血Id pZd p;

･ R,L､卸^)EBh71sI'h)Sz,(A)a Ad A

･ n1.,,亀h旭hllsIBh)SzTh)d A d A

= (仙ゝ-Fくf) ⇒くhh)｢紬)
lf,Ilもl　　　　仙Ihl

局所密度溝助スペクトル

Frqu■n亡y 【kHz:I

tk出ビームt克掘れ

亀戸菅生抵tb

一書∃酢チ謡歪†李

心tqEで…分力Jt
が大きく､スペクトル
の文化も大きい.

■駅甥(HBL孟宗

が小さく.舶分魚
JEが小さい.

&出ビ-ムt洗練h(集…I)からJI析書丘拝hを■+成する手法をfl立した.

'J_LJG*A*　OlZ. F-TJr7. 211D
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藤　棚長の船積棚,nmay㊥
< BcttqnO)*出ビーム恥>

21Beamh鵬叫脚.レIb･-Jt脚仙訂屯

<Topの舶ビームh >

.Jt.･1 ･:
Se〇〇∩〇 dry山J-Lh)-I,.的.)S.blb1-I..紘)紬)d'l叫

<TopとBdbTIのII >

くhレ.hhIh, -くfThIbhIも

=くETレ漉山h雇主画

報耶長の縫良扶分効Jt

<相1Jiの1国書正>

-(-樹‡鴇評牒くt無二fCEHJL無二fh)孟鑑鵠畠生む邪

触om三3)E) +隻) + 3,'

Top　王3T+2J+き

孟垂主管遺書穿触
l

も小さくなる.

相駅長の1回補正

印　叩　5!　此　5!　o

LZHqlA¥onbBJj

01　0.1　0.8　　0止　1 A

r/I

02　　01　0.8 DB ID

r/I

･ほぼ､全蛾で相PlAが泣く★正された｡

･特に中心領域の佐用浪鎖域で相■Jtが江く■正された｡

再構成法の意義(ボルツマン関係)

㌔".lノミ√- 

lo.0　　0.2　　0■　　OJt A8　1.O

r/1

平均t千古Jl : -5×101㌦-3

中心t子AJE : 1.0-1.5key

入力パワー: 150-200k■

ヰJI牡鹿　: 0.9　T

M OR　門/.OJB A● 110

ボルツマン恥: -GT-正孝
〝.　r.
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歯再構成法?声義(ボルツマン関係)

叫I T+ Pq 叫IT+M

ボルツマンれ牛:賢亭; ≡.………;;<'3`…

公Il*t★ ¢王. Fl■rLrT. 21咋I
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歯　　　まとめ

･cHSにおいてH I BPによりプラズマ内布く半径

方向全域)の電子密度および電位の乱流揺動の同時
計測に成功した｡

･経路積分効果はH I B Pを用いたt子密度揺動計測

において古くから間粗となっていた｡本研究では軽
蕗積分効果を計5N結果をもとに除去し､局所密度揺
動(スペクトル)の再構成法を確立した｡
･他の2-ム計jkl=も応用できる｡

七批8*　DI FtbrJTY. ZlqS)
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Simultaneous measurements of density and potential fluctuation

with heavy len beam probe in the Compact Helical System

H. Nakanoa)
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S.Ohshima
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(Presented on 19 April 2004; published 4 October 2004)

Density and potential fluctuations are simultaneously measured, using a heavy Ion beam probe, in

electron cyclotron resonance heated plasmas of the Compact Helical System- ne spectra of density

and potential臥ICtuations are presented with radialpro丘les of these nuctuation amplitudes. Local

density恥ctuations are evaluated by removlng the path inlegTaleffect under the simplest

assumpbon血at the correlation length of the丹uctuations is intiTlilesimally short. ㊨ 2004 American

lnstE'tuEe of Physz'cs, lDOl: 10.1063/1. 1784513]

L lNTRODUCTtON

A heavy ion beam probe (HIBP)I is a powerful tooHo

investigate the plasma fluctllations and恥ctualion-driven

u'ansport since the diagnostic can measure simultaneously

density and potemialfluctuadons, even in the plasma core of

hightemperature. MeasufementS Of density fluctuatjons us-
lng a HIBP have been reported in many devices, e.g･, Impu-

rity study Experiment Tokamak-a (ISX-a),2 Torus Experi-

ment for Technology (TEXT),3 Advanced Toroidal Facility

(ATF),4 compact HelicalSystem (CHS),5 Japanese Institute

of Plasma Physics TorusIII Upgrade (JIPP-TIIU),6 and

JAERI Fusion Torus-2 ModiRed (JFr-2M),7 while potential

8uctuation measurements have not been successfully

achieved in so many cases; the expenments of ISX-a and

TEXT tokamaks23 are examples of simultaneous measure-

ments of density and poLenLlalRuctuations.

In CHS, the HIBP has been used to measure mainly the

potendalpro丘Ie and its dynamics and denslty auctuations

with a high temporal(～ys) and spatialresolution (～mm).

These observations contribute to understanding the bifurca-

tion physics including transport barrier fomation ill tOrOidal

plasmas- In order to obtain further understanding of plasma

transport, we have developed an intense ioT soTce tofully
utilize the capabilities of the HIBP, that lS, Slmultaneous

measu陀mentS Of density and poLenlialfluctuations. Tn this

ardcles, We present the initial results of simultaneous mea-

surements of density aLId potentialauctuations in CHS

plasma with electron cyclotron resonance (ECR) heating,

and discuss the path integraleffect on density nuctuations.

lL EXPERLMENTAL SETUP

cHSS is a helical device whose major radius is

R=1.0 m and averagedminor radius is (a)=0.2 m. The

a)Author to whom cozTeSpOndence should bc addressed; e一ectronic mail:

nakano@nifs ac･)p

OO3416748/2004〝5 ( 1 0)侶505n/$22.00
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HIBP of CHS corLSists of a 200keV accelerator and a 300

parallel plate energy analyzer. A feature of this system is that

the beam traleCtOhes are contro一led using a secoTldary beam

sweep system, in addition to the standard pdmary beam sys-

tem. Ths method gives a wider observation raLnge COVerlng

almost the whole plasma_

1te secondary beam is detected with a split plate detec-

tor irl an enerot'y anaJyzer･ The detected beamcurrent ld is

expressed as the product Df localbirth rate of the secondary

beamand attenuation of beam orbits, explicitly written as争

･d - Io(n豊)ws exp(- I n豊del

-I ne警de2),　　(I)

whet-e Ld, Ue, Ub, W∫, ne. 0'12, Crl and q2 represent hjected

beam current, elecb-on thermal veloclty, beam velocity,

sample volume length. electron density, iomiAtion rate atthe

sample volume, the ionization cross section from the first to

the other iomiZed states and that from the second to the oth-

ers, respectively. nle detected beatm current fluctuations can

re鮎ct the l∝aldensity 8uctuations if the auctuations onthe

tx:am orbits (or attenuation contribution) ape negligible.
rrTle energy difference betweenthe primary and second-

ary beam current corresponds to the potemial at the ioniza-

tion polnt･l Hence, the detected beam energy fluctuations

reAectthe potential fluctuations･ The beamenergy JS mea-

sured丘.om dle beamdisplacement on the split plate detector

in the energy analyzer･ 771e potential change (or beam energy

change) ∂¢ is related (0 the current difference between the

upper and bottom plates in the detector, ld. TT)eminimum

potential fluctuation is expressed as 64- Dd(ald,min/ld)with
D¢ and 6Id.min being the dynamic range of measured poten-

tialand theminimum of the detectable current difference,

respectively.

3505 ㊨ 2004 AmeHcan Jnstibte of Physics
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FIG 1 TIME eVOltllions of a lyPICal F･CRH plasma･ The dotted and solid

lines r甲reSenl the line average denslty measured with a interferorr把ter･ and

the detected beam ctmnl of the HTBP. The closed drcLes show central

electron temperature ∬肥aSured with Thomson scattering

By employing the Boltzmann relation. e軸/Te ～血e/ne,

the condition for the necessary beam current is written as

ld> ald.min(eD¢/Te)(ne/あe)I The dynamic range and the

minimum detectable current in CHS HIBP are Dd=630 V

and ld..Tun～ 1 nA, respectively･ By assuming that density

fluctuations aye ～1%with Te～ loo eV (i.e" potential fluc-

tuation of ～ I V), the formula gives the necessary beamcur-

rent of ld～630 nA. On the other hand, the rleCeSSary beam

current for　～1%　denslly　8uctuation is only　～100 nA.

Therefore, larger current should be necessary for potential

月uctuations, Recent modi恭catiotl Of the ion source increases

the beam current from a few dozens FLA L0 -mA. The in-

crease in the txam cun-erLt enables us to obtain potential

fluctuations in addition Lo density fluctuation.

M. EXPEF7IMENTAL RESULTS

The measurements of denslty and potential丑uctuations

with HIBP wereperformed in the magnetic con丘guration

with field strength of 0.88 T at the center of the vacuum

chamber･ ln the present expenments, a 53 GHz gyrotron was

used to sustain the hydrogen plasma. Figure 1(a) shows a set

of typical wave fo-s of discharges; centralelectron tem-

perature Te measuFedwith Thomson scaLttenng. line ayerage
denslty ne meaSuredwithan interferometer, and detected

beamcurrent ld. TYle auCtualions are measured under steady

std(e conditions. e.g., 90 m-100ms in Fig, I(a).
Figure 2 shows examples offluctuadon power spectra of

denslty ,and potenlialat p～0･68･ TTle pOtentialfluctuation is

normalized　withthe electron temperature (Te～ 170 eV)

measured with the Thomson scattenng measurement. The

HIBP data aLre aCquiredwith a sampling time Of 2 FAS; hence,

the corresponding Nyquist鮎quency is 250 kHz･ Here, a

触ctuation spectrum is calculated using the fast Fourier

transform method for data of ～ 1 ms (that is 512 dala points).

TYle SPeCtra Shown in the Rgures are the average of the ones

obtained from ten sequentialperiods. ne galれ Of the

current-voltage converter used for our HIBP is 107 V/A,

and dle YOllage of the noise corresponds to ld.min～ 1 nA. The

noise levels (gray lines) are estimated fromthe noise of the

current-voltage converter.

Both spectra show broadband (or turbulence) chaTaCter-

isties. ne power density decreases monotonically in the

higher舟equency range丘om ～70 kHz, and becomes close to

(a)

二:---_,=_-----_三三,三三-tT_--=. 1=-_ :-_I

60　　　1 00　　　1 60　　　　加　　　　258

Freqency PHz]

8　　　　　50　　　1 EKI　　　1 50　　　　2qO　　　　250

(b)　　　　　　Freqoncy PHz)

FIG 2 Examples of density弧d potential specEfa at P=0168･ (al The density

丘uctuation spectrum (black line) BLnd the noise spectra (gmy lirIe). (b) Tk

nonllalizcd potentialductuation spectrum (black liJle) and the noise spec-

trum (gray line)

the noise level above ～200 kHz. The power of derlSity Ruc-

tuation appe訂S larger than that of the normalized potential.

The nuctuation levels of these examples are 4.1% and 2.7%

for density arLd normalized potential. respectively. ne level

of fluctuation amplitude is evaluated by taking the square

root of the power density Integrated from 10 to 250 kHz

without noise.

nuctuation spectra for the density and the normalized

poLentjal have been obtained for qulte a Wide range of

plasma radiuswithspatialresoludon of 2.5 mm in the ECR･
heated plasmathat has a line-averaged density ranglng from

4× 1018 to 6× 1018 m-3･ FigtLre 3 shows the radialpro丘les

of艮uctuation level for denslty and potentialinthe region Of

p< ～0.95. The nuctuation signals outside p～0,95 are be-

lowthe noise level in our measurements. ne solid line in

Figl 3 is the丘tdng. curve with the assumed form α+expl(p

IPo)/β】･ The plot Includes e.Xperimentaldata for丘ve differ-

ent campalgnS･ Both auctuatlOn levels show a rapid increase

in the plasma periphery of p> ～0.85.

For comparison,血e nomalized potential fhetuatiom

level is shown in Fig. 3(C). where the electron temperature

profHe is assumed as Te=54+ 1･8 × 103

expl-(p/0. 1.417)2] ev. The level of the normalized potemial

auctuadon suffers斤om uncertair)ty due to rather large error

ban of the Thomson scattenng measurements owing tOthe

poor photon scattenng in the low density discharges. rnlis

suggests that the auctuation level is stationarily ～0.8% in

the region Of p< ～0.85with a drasticrise in theperiphery

of p>0.85, and that the Boltzmann relationship should be

satis丘ed in this reglOn; the levels of density fhctuation are

～2･2%. Note that the丹uctuation level outside p>0.9 is not
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FIG･ 3･ (a) TTLe radial pmFik of dcnsq触cuLation ampLinJdes (precisely th+he

dctectd km加ctuation amplitude). O)) The radial pro丘k of poten血l

auctualions normalized by ekctron temperature. The solid tine is a抗山ng

ctm to the data- DifrereJlt Symbok conespond to dam taken ibm the

di∬即ent eXPerind sets perfbmed on difFh days･

evaluated since both error bars of the potential auctuation

level ad electron temperature a陀Iarge. It is one of our

future plans to irLVeStigate the validity of the BoltzJnann re-

htionship in theperiphery･

lV. CONSIDERAT10N OF PATH lrmGRAL EFFECT

The density (or detected beam ) fluctuation, which is

contaminatedwiththe derlSity Eluchntionalongthe kam
orbits,チ cannot reflect purely localdensity nuctuations･ From

Eq. (l), the detected beam auctuation is described as

普-警十Iぁ豊de.･lぁ豊de2･ (2)

if the electron temperahre nuctuation, which may have a

large contribution in the p一asma edge, is neglected. ne (elm

onthe left hand side corresponds to the measured detected

beam 8uctuation. TYh: Second and third ten ontheright
hand side represent the path integrated nuctuationalOng the

pdmary and secondary beam orbits, respectively. By taking
the sqLnre Of the above equation, the丹uetuation power is

r舶intothe followlng formula:

0.日I

O. 08

8. 06
11

J;

i=■

㌔ 〇･〇■
tiO

O. 02

12l

Plasrna di ag nosticS　　3507

0.0　　　0.2　　　0.1　　0.6　　　8.B 1.O

P

FIG･ 4･ The 501id and dashed lines Show the radial profues of the estimated

aJTLPIitude of local derlSity nuctuaLioTl and mnsured amplitude of densl(y (Or

detected b姐m) fluctuation (dashed line), respectively. The amplih)de of de-

tected beam fluctuation is the saJrKt aS the tihng function in Fig. 3(a).

(%)2- (e)2十I (e)2(n豊)2del

･ I (警)2(ne禦2de2,  (3)

under the simplest assumption that the correlation of density

RucLuations is infinitesimally short. ne power of local den-

sity fluctuations can be obtained by solving Eq. (3) as an

integralequadon, when the ionization cross sections on山e

orbits are known. The ionization cross-sections can be esti-

mated using the Lotz,s emplrical formula･10 The solution can

be found after iterations with the pro点le of detected beam

inleJISity as the initial solution.

Figure 4 showsanestimated pro丘1e of density fluctua-

tion levels together with the丘tting curve of the beamnuc-

tualion proBle in Fig･ 3. Here, We assumed that ionization

rates are (71 - 0112Lotz and q2 - q23Lotz, and that denslty prORle

is ne-510× 101Sl(1 -p4)2] m-31 ne Same electrorHeでperチー

一ure pro丘le used for the rLOmaliZed potentialnuctuatlOn lS

assuTned･ TTle real beam traJeCtOry Of the 仁HS HIBP is used

for this calculation･ The result indicates that the pro丘le can

be significantly modiaed in the inner region Of plasma, and

that the level can be ～0.5%.
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●　日本物理学会第6 0回年次大会
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. The 15th Topical Conference on High-TemperaAure Plasma Diagnostics
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